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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第98期における総資産額及び従業員数の大幅な増加はSMB United Limited及び同社の子会社を含めた38社を

連結子会社としたことによるものであります。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 49,988 50,315 46,774 45,975 47,362 

経常利益 (百万円) 4,119 5,100 3,301 4,154 3,215 

当期純利益 (百万円) 1,570 947 1,101 1,020 1,339 

包括利益 (百万円) ― ― ― 1,534 1,869 

純資産額 (百万円) 37,641 37,795 38,578 39,301 36,204 

総資産額 (百万円) 65,342 61,887 61,665 63,051 79,352 

１株当たり純資産額 (円) 642.37 633.87 656.33 668.97 688.13 

１株当たり当期純利益
金額 

(円) 41.60 25.28 29.40 27.26 36.95 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益
金額 

(円) 37.42 22.89 27.08 25.05 34.09 

自己資本比率 (％) 36.9 38.4 39.8 39.7 30.9 

自己資本利益率 (％) 6.3 4.0 4.6 4.1 5.4 

株価収益率 (倍) 10.02 28.48 28.10 27.99 22.27 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △740 9,344 4,533 3,959 2,834 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △86 △3,427 △4,370 5 △10,340

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △356 △3,819 △1,462 △1,495 6,909 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 10,039 12,034 10,738 13,197 12,643 

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 1,897 
(249) 

1,841 
(363) 

1,817 
(609) 

1,821 
(733) 

3,369 
(615) 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第94期及び第95期の平均臨時雇用者数については、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載

を省略しております。 

３ 第98期における総資産額の大幅な増加はSMB United Limitedの株式を取得したことによるものであります。

  

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 17,219 18,375 19,467 20,683 22,152 

経常利益 (百万円) 702 1,436 1,830 1,941 1,542 

当期純利益 (百万円) 188 190 1,126 521 1,332 

資本金 (百万円) 4,686 4,686 4,686 4,686 4,686 

発行済株式総数 (株) 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684 38,550,684 

純資産額 (百万円) 18,729 17,818 18,668 18,731 18,297 

総資産額 (百万円) 31,878 31,753 33,891 34,409 47,780 

１株当たり純資産額 (円) 499.47 475.46 496.85 496.90 507.86 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

15.00 

(7.50) 

15.00 

(7.50) 

12.00 

(6.00) 

12.00 

(6.00) 

12.00 

(6.00) 

１株当たり当期純利益
金額 

(円) 5.00 5.08 30.08 13.95 36.77 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益
金額 

(円) 4.50 4.60 27.71 12.82 33.92 

自己資本比率 (％) 58.8 56.1 54.9 54.0 37.9 

自己資本利益率 (％) 0.9 1.0 6.2 2.8 7.3 

株価収益率 (倍) 83.40 141.73 27.46 54.70 22.38 

配当性向 (％) 300.0 295.3 39.9 86.0 32.6 

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 474 
(─) 

457 
(─) 

473 
(93) 

475 
(78) 

467 
(65) 
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２ 【沿革】

昭和12年１月 株式会社弘業製作所(大崎電気工業株式会社の前身)を設立。 

 本店及び五反田工場を東京都品川区に置く。 

 営業種目 配電盤、分電盤、計器用変成器、自動電圧調整器等の製造販売。 

昭和16年４月 大崎工業株式会社を吸収合併し、商号を大崎電気工業株式会社と変更。 

昭和23年２月 東京都大田区に蒲田工場を新設、電力量計の製造を開始。 

昭和29年12月 電流制限器及び配線用遮断器の製造を開始。 

昭和37年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

昭和38年９月 埼玉県入間郡三芳町に埼玉工場(現埼玉事業所)を新設。 

昭和49年５月 岩手県岩手郡雫石町に岩手工場を新設。 

昭和53年11月 本郷成型工業株式会社(埼玉県入間郡 現商号：大崎プラテック株式会社)を子会社と

する(現連結子会社)。 

昭和55年10月 東京証券取引所市場第一部に指定。 

昭和57年２月 インドネシア・ジャカルタ市に合弁会社PT.METBELOSAを設立(現連結子会社)。 

昭和62年４月 岩手工場敷地内に岩手開発センター(現岩手ソフトウェアセンター)を新設。 

昭和62年７月 電子式電力量計の生産体制を確立。 

昭和63年10月 千葉県長生郡長柄町に千葉工場を新設し、蒲田工場を廃止。 

平成２年４月 東京都品川区(埼玉県入間市に移転)に大崎エンジニアリング株式会社を設立(現連結子

会社)。 

平成３年10月 東京都品川区に大崎エステート株式会社を設立(現連結子会社)。 

平成９年４月 東京都品川区に大崎テクノサービス株式会社を設立(現連結子会社)。 

平成12年５月 東京都品川区に大崎電気システムズ株式会社を、岩手県岩手郡雫石町に岩手大崎電気

株式会社を設立(ともに現連結子会社)。 

同年８月、配・分電盤営業部門及び千葉工場生産部門を大崎電気システムズ株式会社

に、岩手工場生産部門を岩手大崎電気株式会社に、それぞれ営業譲渡。 

平成14年11月

 

アイトロン データ・テック株式会社（東京都中央区(品川区に移転) 現商号：大崎デ

ータテック株式会社）を子会社とする(現連結子会社)。 

平成18年11月 大崎エンジニアリング株式会社が、ジャスダック証券取引所(現大阪証券取引所JASDAQ

(スタンダード))に株式を上場。 

平成19年２月 株式会社エネゲート（大阪市）を子会社とする(現連結子会社)。 

平成24年２月 SMB United Limited（シンガポール）を子会社とする(現連結子会社)。 
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(1) 当社グループは、当社、連結子会社48社及び持分法適用関連会社２社で構成されております。当社グ

ループが営んでいる主要な事業内容と、当該事業に係る当社及び主要な子会社の位置づけは、次のと

おりであります。 

  なお、下記の主要な事業内容とセグメント情報における事業区分内容とは同一であります。 

計測制御機器事業 

 
  

ＦＰＤ(フラットパネルディスプレイ)関連装置事業 

 
  

不動産事業 

 
  

３ 【事業の内容】

会社名 主要な事業内容

当社 
電力量計、電流制限器、計器用変成器、監視制御装置、 
タイムスイッチ及び光通信関連機器等の製造・販売 

㈱エネゲート 
電力量計の製造・販売・修理・取替及び各種電気機器の 
製造・販売 

SMB United Limited 電力量計、配電盤の製造・販売

SMB United Industries Sdn Bhd 配電盤の製造・販売

EDMI Limited 電力量計の製造・販売

大崎電気システムズ㈱ 配・分電盤等の製造・販売

岩手大崎電気㈱ 電流制限器、タイムスイッチ、監視制御装置等の製造 

大崎データテック㈱ 検針システム・機器の開発・販売

PT.METBELOSA 電力量計等の製造・販売

その他39社 計測制御機器の製造・販売等

会社名 主要な事業内容

大崎エンジニアリング㈱ ＦＰＤ関連装置、半導体関連装置他の製造・販売 

その他１社 ＦＰＤ関連装置、半導体関連装置他の加工・組立 

会社名 主要な事業内容

当社 不動産の賃貸

大崎エステート㈱ 不動産の賃貸
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(2) 事業の系統図は次のとおりであります。 
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（連結子会社） 

 
(注) １ 上記以外の連結子会社は38社、持分法適用関連会社は２社であります。 

２ 「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。 

３ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

４ 特定子会社に該当しております。 

５ 有価証券報告書を提出しております。 

６ ㈱エネゲートについては、連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が10％を

超えております。 

 
  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所

資本金 

又は出資金

(百万円)

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有割合

(％)

関係内容

㈱エネゲート 

(注)４,６ 
大阪市北区 497 計測制御機器事業 51.0 

同社に製品及び部品を販売 

同社から製品及び部品を購入 

同社から資金を調達 

役員の兼任等  ５人 

SMB United Limited 
(注)４ 

シンガポール 

千シンガ
ポールドル 

77,590 
計測制御機器事業 
 

100.0 役員の兼任等  ２人 

SMB  United  Industries 

Sdn Bhd  
(注)４ 

マレーシア 

ジョホール 

千マレーシ
アリンギ 

21,500 
計測制御機器事業 
  100.0 

(100.0)
― 

EDMI Limited 
(注)４ 

シンガポール 

千シンガ
ポールドル 

23,700 
計測制御機器事業 
  100.0 

(100.0)
― 

大崎電気システムズ㈱ 東京都品川区 358 計測制御機器事業 89.9 

同社に製品を販売 

同社から製品を購入 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ４人 

岩手大崎電気㈱ 

(注)４ 

岩手県岩手郡 

雫石町 
200 計測制御機器事業 100.0 

同社に部品を支給 

同社から製品を購入 

同社に工場を賃貸 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ４人 

大崎データテック㈱ 東京都品川区 350 計測制御機器事業 100.0 
同社から資金を調達 

役員の兼任等  ４人 

PT.METBELOSA 
インドネシア 

ジャカルタ 

百万インド   

ネシアルピア 

3,218 

計測制御機器事業 85.0 

同社に部品を販売 

同社から製品を購入 

同社の金融機関からの借入等に対する債務保証 

役員の兼任等  ５人 

大崎エンジニアリング㈱ 

(注)４,５ 
埼玉県入間市 1,684 FPD関連装置事業 54.0 役員の兼任等  ２人 

大崎エステート㈱ 東京都品川区 310 不動産事業 100.0 

同社から事務所等を賃借 

同社に資金を融資 

役員の兼任等  ３人 

主要な損益情報等 ① 売上高 19,993百万円

 ② 経常利益 1,635 〃

 ③ 当期純利益 810 〃

 ④ 純資産額 12,409 〃

 ⑤ 総資産額 17,453 〃
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(1) 連結会社の状況 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 臨時従業員数は、(  )内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

４ 計測制御機器事業の従業員数増加はSMB United Limited及びその子会社を新規連結したことによるものであ

ります。また、FPD関連装置事業の従業員数減少は製造部門の再編等によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 臨時従業員数は、(  )内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

５ 従業員は全員、計測制御機器事業に従事しております。 

  
(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】

セグメントの名称 従業員数(名)

計測制御機器事業 3,211(613) 

FPD関連装置事業 156(  2) 

不動産事業 2 

合計 3,369(615) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

467(65) 41.0 17.1 6,680 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、東日本大震災の影響により厳しい状況にありました。回復に向けた

動きは徐々にみられるものの、電力供給の制約や原子力災害、円高やデフレ、海外景気の下振れ等リス

ク要因は多く、先行きが懸念されております。 

 当社グループの経営環境は、計測制御機器事業では、主力取引先である電力会社が震災の影響を大き

く受けております。直接被災した電力会社以外も原子力発電所の再稼働問題を抱える等、混沌とした状

況が続いております。電力会社向け製品の受注環境への影響が懸念される中、メーカー間の競合による

製品価格の低下等厳しい状況が継続しております。一方、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連

装置事業におきましては、主要顧客が属するデジタル家電業界において新規の投資が抑制される状況が

続いております。 

 この様な経営環境のもと、当社グループは販売促進活動ならびに原価低減活動を推進するなど売上の

拡大と経営効率化に取り組み、全社をあげて業績の向上に努めてまいりました。 

 連結売上高につきましては、ＦＰＤ関連装置事業の売上高は減少しましたが、計測制御機器事業の売

上高が増加したこと等により前年度比３．０％増の４７３億６千２百万円となりました。 

 利益面につきましては、計測制御機器事業での製品構成の変化と製品価格の低下、販売費及び一般管

理費ならびに株式公開買付けに伴う資金調達関連費用の増加等により、営業利益は前年度比１３．０％

減の３３億２千９百万円、経常利益は前年度比２２．６％減の３２億１千５百万円となりました。な

お、当期純利益につきましては、前年度に多額の有価証券評価損を特別損失として計上したこと、子会

社が実施した自己株式取得により親会社に税法上のみなし配当および譲渡損が発生したことで法人税等

が減少したこと等により前年度比３１．３％増の１３億３千９百万円となりました。 

また、当連結会計年度において、メーター事業、配電盤事業を営む事業会社を傘下に持つSMB United 

Limitedの全株式を取得しました。これにより同社の子会社を含めた38社を新たに連結の範囲に含めて

おります。同社はメーター事業においては、オーストラリア、ニュージーランド、欧州を中心に販売し

ており、当社のアジア、欧州マーケットでの展開を加速化できると考えております。大崎電気グループ

に同社を加えることにより、これまで比率の低かったグローバル市場向けのメーター事業の拡大が期待

でき、グループの事業基盤は一層強固なものになると考えております。なお、株式のみなし取得日は同

社の連結決算日である平成23年12月31日としておりますが、当社連結決算日との差異が３ヶ月を超えな

いため、同社の連結財務諸表を基礎として当期は貸借対照表だけを連結しております。その結果、総資

産、負債は増加しておりますが、損益に与える影響はありません。 

  

１ 【業績等の概要】
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セグメントの業績は次のとおりであります。 

  
① 計測制御機器事業 

 計測制御機器事業は、売上が拡大している電力会社向けの新型電子式電力量計の他に、震災の

影響による仮設住宅等の復興需要、節電のための設備変更等に対応する形で従来型の電力量計お

よび電流制限器の売上高が増加しました。また、配電盤等の盤製品の売上高も市販向けを中心に

増加しました。この結果、売上高は前年度比５．１％増の４３９億７千４百万円となりました。

営業利益は、製品構成の変化と製品価格の低下、経費の増加等の要因により前年度比１０．６％

減の３１億４百万円となりました。 

  
② ＦＰＤ関連装置事業 

 ＦＰＤ関連装置事業は、半導体関連装置の売上高は増加しましたが、ＦＰＤ関連装置の売上高

は顧客の設備投資抑制の影響を受け減少しております。この結果、売上高は前年度比１８．９％

減の３０億８千１百万円となりました。営業利益は、製品コスト低減と併せて徹底的な経費削減

を推進したものの、前年度比４９．８％減の８千４百万円となりました。 

  
③ 不動産事業 

 不動産事業の売上高は前年度比７．９％減の４億４千５百万円、営業利益は前年度比１７．

８％減の１億４千万円となりました。 

  
なお、セグメント別売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高１億３千９百万円を含めて

表示しております。また、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

  

 
  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前連結会計年

度末に比べ５億５千３百万円減少して１２６億４千３百万円となりました。 

  
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益２４億３千１百万円、減価償

却費２０億２千１百万円、たな卸資産の増加額４億２千６百万円等の資金増加要因が、売上債権

の増加額５億９千２百万円、仕入債務の減少額４億５千２百万円、法人税等の支払額１９億５千

３百万円等の資金減少要因を上回ったことにより２８億３千４百万円の資金増加（前年度比１１

億２千４百万円の収入減）となりました。 

  
② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出２２億１千４百万円、

長期預け金の払戻による収入１０億円、連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得８６億２千５百

万円等により１０３億４千万円の資金減少（前年度比１０３億４千５百万円の支出増）となりま

した。 

  
③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短期借入金の純増加額１６５億５千７百万円、社

債の償還による支出４５億円、子会社も含めた自己株式の取得による支出４２億１百万円等によ

り６９億９百万円の資金増加（前年度比８４億５百万円の収入増）となりました。 

  

分類
前連結会計年度

（百万円）
当連結会計年度
（百万円）

増 減 
（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,959 2,834 △1,124

投資活動によるキャッシュ・フロー 5 △10,340 △10,345

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,495 6,909 8,405 

現金及び現金同等物の期末残高 13,197 12,643 △553

― 11 ―



  

当連結会計年度における生産実績、受注状況（見込み生産を行っているものを除く）及び販売実績を

セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  
(1) 生産実績 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注状況 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 計測制御機器事業の受注高及び受注残高には、当連結会計年度に連結子会社となったSMB United Limited及

びその子会社の受注残高金額が含まれております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(3) 販売実績 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
当連結会計年度の東京電力㈱については、当該割合が100分の10未満のため、記載を省略しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 41,044 ＋6.5

FPD関連装置事業 2,738 △29.6

合計 43,783 ＋3.2

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 10,031 ＋10.3 5,028 ＋31.5

FPD関連装置事業 2,606 ＋17.6 641 △42.5

合計 12,637 ＋11.8 5,669 ＋14.8

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

計測制御機器事業 43,946 ＋5.1

FPD関連装置事業 3,074 △19.1

不動産事業 340 △8.2

合計 47,362 ＋3.0

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

関西電力㈱ 16,917 36.8 17,370 36.7 

東京電力㈱ 5,479 11.9 ― ―
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(１) 計測制御機器事業 

当事業につきましては、主力取引先である電力会社向け製品では原子力災害の影響による電力各社の

業績悪化、一般競争入札の導入などメーカー間の競合状態の激化による製品販売価格の低下が続いてい

ることに加え、景気減速の影響から住宅着工戸数が低調に推移していることもあり、厳しい経営環境が

続いております。 

 主力製品の電力量計では、次世代電力量計であるスマートメーターの試験導入や、検討・実験の動き

が一部電力会社で始まっております。この流れは今後も拡大し、この度の震災の影響により一部に遅れ

が出ておりますが、数年後には本格的な普及期を迎えると予測しております。こうした状況の中、電力

会社のニーズに適応し高機能・高品質で信頼性が高く、なお且つ競争力の高い製品開発に総力をあげて

取り組んでまいります。スマートメーターに関しても、従来型の電力量計同様のトップシェア獲得に向

け、需要の拡大に対応した生産体制の構築を行うと共に、販売価格に見合うコスト削減を推進してまい

ります。 

  
(２) ＦＰＤ関連装置事業 

当事業につきましては、主要顧客が属するデジタル家電を中心とした市場において、生産拠点の中

国・アジア地区へのシフトも相まって事業環境に変化が出てきている状況にあり、既存製品の競争力強

化、新製品・新事業の展開、生産体制及び販売・サービス体制の強化をもとにした受注活動の推進が求

められております。このような状況を踏まえ、製品の性能・機能などの付加価値を向上させる他、コス

ト低減を行い競争力を強化してまいります。また、今後用途拡大が予想されるＩＣカード、ＩＣタグや

高精細化が求められているカメラ用撮像モジュール、ＬＥＤ照明モジュールなどの成長製品、その他微

細電子部品や光学部品の複合実装など新市場向け製造装置の開発と事業展開を強化してまいります。 

  
(３) 不動産事業 

当事業につきましては、既存賃貸事業の稼働率の向上及びコスト削減等により、投資利回りを改善し

ていく方針であります。 

  

３ 【対処すべき課題】
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当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のものがありま

す。 
  

(1) 需要環境の変動によるリスク 

当社グループが製造している製品市場(計測制御機器市場、ＦＰＤ製造装置市場)の予期せぬ変動

（顧客である電力会社の業績動向や入札方式の変化による競争激化等）により製品の需要環境が変化

する可能性があります。また、当社グループ製品を販売している国や地域の経済状況の変動により製

品の需要環境が変化する可能性があります。製品需要環境の大きな変動による売上高の減少は当社グ

ループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 原材料・部品の価格高騰及び入手難によるリスク 

当社グループは製品の製造のため外部から原材料、部品、組立外注品等を購入しておりますが、こ

れらは世界経済の状況や原料産出国の環境により価格の高騰や入手が困難となる事態がおこらないと

いう保証はありません。原材料・部品の価格高騰及び入手難は当社グループの業績及び財政状態に悪

影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 株価変動によるリスク 

当社グループは投資有価証券３５億円を保有しておりますが、株価の大幅な下落がおきた場合に投

資有価証券評価損が発生しないという保証はありません。大きな投資有価証券評価損は当社グループ

の業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 不動産価格の変動によるリスク 

当社グループは計測制御機器事業、ＦＰＤ関連装置事業及び不動産事業を行っており土地・建物等

の不動産を所有しておりますが、保有している不動産価格の下落は当社グループの業績及び財政状態

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 製品の不具合によるリスク 

当社グループは極めて高い品質管理水準のもと製造を行っておりますが、将来に渡りすべての製品

やサービスにおいて、製品の不具合、サービス対応の不備によるリコールや顧客満足度の低下による

販売数量の減少がおこらないという保証はありません。大規模なリコールや納入停止につながるよう

な製品の不具合は当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6) 特定顧客への取引集中によるリスク 

当社グループの顧客について、計測制御機器事業では主要製品である電力量計、電流制限器、計器

用変成器、監視制御装置及びタイムスイッチの主たる納入先は国内の１０電力会社となっておりま

す。電力各社に対する売上高の合計は全売上高の過半を占めております。また、ＦＰＤ関連装置事業

でも特定の取引先に対する売上の依存割合が高くなっているため、取引先との取引関係に変化があっ

た場合には、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 企業買収等によるリスク 

当社グループは、事業拡大や競争力強化を目的として、企業買収、事業統合および事業再編等を行

うことがあります。直近においては、シンガポール企業であるSMB United Limitedの株式を取得し、

連結子会社といたしました。このような施策では、成長機会の確保、財務体質の改善、各種システム

の統合等が期待どおりに実現されない（もしくは達成されない）可能性があります。また想定外の費

用及び負担が発生するなど、予期せぬ問題が発生する可能性もあります。そのような状況に陥った場

合には、当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

４ 【事業等のリスク】
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業務提携契約 

  

 
  

５ 【経営上の重要な契約等】

会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約発効日 契約期間

大崎電気工業 
株式会社（当社） 
  
大崎電気システムズ 
株式会社（連結子会社） 

日東工業株式会社 日本

①カスタム盤、電子機
器製品及び情報通信
関連製品の分野にお
ける品質、コスト、
納期面での優位性確
保 

②共同発案による新製
品の開発 

③専門技術者の相互派
遣 

平成21年 
９月22日 

自 平成21年
  ９月22日 
至 平成26年 
  ９月21日 
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当社におきましては、環境変化の激しい時代のニーズに即応して連結子会社を含めたグループ全社で

の製品開発体制を整備し、フレキシブルな人材活用、研究開発投資を行い新製品の開発・改良を進めて

おります。 

 当連結会計年度における当社グループが支出した研究開発費の総額は１８億１千６百万円でありま

す。 

 事業の種類別セグメント別の研究開発活動は次のとおりであります。 

  

(１) 計測制御機器事業 

電力量計関連の研究開発では、エネルギー環境の変化に対応して、今後導入が促進されるスマートメ

ーターの研究開発に注力しております。国内の各電力会社がスマートメーターの導入について発表する

中で、当社は、各電力会社のニーズに対応した電力量計等の研究・開発を進めております。納入を開始

した各種スマートメーターにつきましては、現在、製品メニューの幅を広げるべく、シリーズ化の開発

を進めるとともに、更なるコストダウンに取り組んでおります。 

 また、スマートメーターに関連する要素技術開発にも積極的に取り組んでおります。グローバルで見

ても電力量計は、単体計器からスマートメーターへと急速に移行しつつあり、当社としてもこれに対応

するために、海外の電力会社向けにスマートメーターのシリーズ化と低コスト化を進めております。 

 情報通信関連では、電力量計のスマートメーター化に対応する形で光通信、配電線搬送、無線通信な

ど、各種通信技術に関する研究開発を進めるとともに、これらの技術を利用したシステム開発や製品開

発を行っております。光技術やＩＰ関連技術を応用した大口需要家向け自動検針端末等を電力会社に納

入中ですが、現在、これらの技術を活かし、更なる製品展開に向けた開発を行っております。 

 一般市販向け機器関連につきましては、エネルギー需給問題の改善に貢献するため、ＢＥＭＳ

(Building and Energy Management System)、ＨＥＭＳ(Home Energy Management System)等のエネルギ

ーソリューション事業として、当社のデマンドコントロール装置を核としたデマンド・マネジメント・

サービスの改良と展開、全国の電気保安協会や一般顧客に向けたデマンドコントロール装置や家庭用エ

ネルギー表示器のネットワーク化とシリーズ化を展開中です。 

 ハンディターミナル検針事業につきましては、お客さまのニーズに応えつつ高度な耐衝撃性、耐環境

性を備えた新製品の開発を行っております。また、お客さまの設備環境に合わせ無線検針や複数メディ

アを利用した自動検針等、最適なシステムをご提供できるよう様々な通信方式に対応した総合検針シス

テムの開発に取り組んでおります。 

 なお、当事業の研究開発費は１７億８千７百万円であります。 

  

(２) ＦＰＤ関連装置事業 

当事業につきましては、ＦＰＤのモジュール実装工程および微細半導体の実装工程に使用される製造

装置を主な製品として開発しております。 

 ＦＰＤのモジュール実装工程においては、高精細化等に対応した商品の品質向上が重要であり、実装

工程における検査技術の向上が求められております。また、商品の小型化、薄型化に伴い、実装される

半導体の微細化、薄型化が進み、微細薄型部品に対する実装技術の向上も求められております。このた

め研究開発活動は、このような性能向上の要求を自社開発で実現し、開発された要素技術を自社製品に

搭載する応用開発が主となっております。 

 これらの技術開発は、各種装置の共通的な要素技術開発であり、一般管理費で計上し、当連結会計年

度における計上額は２千８百万円であります。個別のオーダー対応で発生するカスタム開発に係る費用

は、主として個別オーダーの製造原価で処理しております。ただし、製造原価のうち研究開発部分を特

定することは困難であるため、研究開発費を区分集計しておりません。 

  
(３) 不動産事業につきましては、研究開発活動は行っておりません。 

６ 【研究開発活動】
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(1) 財政状態について 

 
  

SMB United Limitedおよびその子会社の新規連結により、当連結会計年度末の総資産、負債共に増

加しております。 

 当連結会計年度末における総資産は、預け金が５２億２千２百万円減少しましたが、現金及び預金

が４７億３千３百万円、受取手形及び売掛金が４７億６千９百万円、たな卸資産が３８億５千８百万

円、有形固定資産が４２億４千９百万円、のれんが３１億８千５百万円それぞれ増加したこと等によ

り、前年度末と比較して１６３億１百万円増加し、７９３億５千２百万円となりました。 

 負債合計は、社債が４５億円減少しましたが、支払手形及び買掛金が１６億４千２百万円、長・短

借入金が１９４億３千９百万円、流動負債の「その他」が２７億２千２百万円それぞれ増加したこと

等により、前年度末と比較して１９３億９千７百万円増加し、４３１億４千７百万円となりました。

 純資産は、利益剰余金の増加９億円、自己株式の増加１３億４千３百万円、少数株主持分の減少２

６億５千万円等により、前年度末と比較して３０億９千６百万円減少し、３６２億４百万円となりま

した。 

 なお自己資本比率は、前年度末と比較して８．８ポイント減少し、３０．９％となりました。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

項目
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）
増 減

総資産額(百万円) 63,051 79,352 16,301 

負債合計額(百万円) 23,749 43,147 19,397 

純資産額(百万円) 39,301 36,204 △3,096

自己資本比率(％) 39.7 30.9 △8.8
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(2) 経営成績の分析 

① 電力会社向け製品について 

主要取引先である電力会社各社は東日本大震災の影響を大きく受けております。直接被災した電力

会社は各種設備の損傷からの復旧費用、原子力災害に対する損害賠償費用の捻出等を抱え、その他の

電力会社も原子力発電所の再稼働問題が燃料代の高騰とも重なり、経営を圧迫することになりまし

た。この結果、納入メーカーに対する販売価格の引下げ要求、不要不急の製品の購入延期等が発生し

ております。 

 原子力損害賠償支援機構の指導下におかれている一部の電力会社は、コスト削減を強力に推し進め

ており、海外企業も含めた一般競争入札などの手法を導入し始めています。メーカー間の競合状態は

一層激化し、納入価格の大幅な下落は当社の収益力に大きな打撃を与え始めています。 

 主力製品である電力量計につきましては、震災後に行われた計画停電等により、電気エネルギーの

より効率的な利用が必要であると認識された結果、次世代電力量計であるスマートメーターの導入が

求められる状況となりました。日本国政府は、電力業界に対し原発依存度の低下、および再生可能エ

ネルギーの積極導入を求めている他、配電網の効率化を実現するためにスマートグリッドの早期導入

を促しています。スマートグリッドの重要な構成要素となるスマートメーターに関しては、今後５年

間で実需ベース８割の普及を求めており、全需要の４割を占める低圧需要家用メーターは１０年程度

のペースでの普及が求められるところとなっています。震災の影響によりスマートメーター導入計画

を中断していた電力会社も、計画の再始動へ向けた動きが出てまいりました。このような背景もあ

り、既に導入を始めている一部の電力会社を中心にスマートメーターの販売数量が増加しておりま

す。また、震災の影響による仮設住宅等の復興需要、他メーカーの生産遅延等により従来型の電力量

計の需要も堅調に推移しました。 

 今後の数量増加が見込まれるスマートメーターにつきましては、開発に注力していくと共に生産体

制の構築を行い、低コストかつ信頼性の高い製品の開発・生産に総力をあげております。特に、販売

価格の下落に備え、徹底的なコストダウンはもちろんのことながら、シェアの追求や生産体制の最適

化など環境変化に適応した戦略を実施してまいります。 

  

② ＦＰＤ関連装置事業について 

当事業は、主要顧客が属するデジタル家電を中心とした市場において、フラットパネルテレビや半

導体関連などの設備投資抑制の影響が大きい状況のもとで推移しており、先行きに対する不透明感を

更に強めていく結果となっております。 

 景気の先行きが見通せない厳しい事業環境にありますが、技術における優位性を更に強化し、基盤

事業であるＦＰＤ関連装置事業を継続的・安定的に成長させ、また、今後更に成長が期待できる微細

部品実装などの半導体関連装置市場において、お客様の満足度を向上させることを狙いとした新規事

業展開を積極的に推進し、実装装置業界の中でのリーディングカンパニーを目指してまいります。 

  
なお、上記において将来予想に関する記述は、当社が有価証券報告書提出日現在において合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと異なることがあります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

 キャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況」の「１ 業績等の概要」に記載したとお

りであります。 
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第３ 【設備の状況】 

当社グループは、生産能力の維持・増強、研究開発機能の充実・強化などを目的とした設備投資を継続

的に実施しております。当連結会計年度は２２億３千２百万円の設備投資を実施いたしました。 

 計測制御機器事業では電力量計関連設備を中心に１３億８千８百万円、ＦＰＤ関連装置事業では２千２

百万円、不動産事業では８億２千１百万円投資いたしました。 

 なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

１ 【設備投資等の概要】
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(1) 提出会社 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「その他」は、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であります。 

２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 賃貸用不動産は、連結子会社以外へ賃貸しております。 

５ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

(2) 国内子会社 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「その他」は、「工具、器具及び備品」及び「リース資産」であります。 

   ２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 大崎エステート㈱の賃貸用不動産は、一部を除き連結会社以外へ賃貸しております。 

５ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

埼玉事業所 
(埼玉県三芳町) 

計測制御機器事業 
生産・
研究設備 581 314 

110 
(41,789)

110 1,117 341 

本社 
(東京都品川区) 

計測制御機器事業 その他設備 581 26 
285 
(439)

153 1,046 95 

賃貸用不動産 
(東京都大田区 
 他1ヶ所) 

不動産事業 土地・建物 692 ― 897 
(5,564)

― 1,589 ―

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱エネゲー
ト 

本社・工場 
(大阪市北区) 

計測制御機器
事業 

生産設備 428 42 
369 

(2,595)
55 896 197 

㈱エネゲー
ト 

千里丘事業所 
(大阪府摂津
市) 

計測制御機器
事業 

生産設備 1,305 551 
4,884 

(32,063)
204 6,945 281 

㈱エネゲー
ト 

尼崎事業所 
(兵庫県尼崎
市) 

計測制御機器
事業 

生産設備 101 51 
711 

(5,801)
23 887 104 

㈱エネゲー
ト 

京都事業所 
(京都市南区) 

計測制御機器
事業 

生産設備 75 27 
606 

(4,195)
13 722 72 

大崎電気シ
ステムズ㈱ 

千葉工場 
(千葉県長柄
町) 

計測制御機器
事業 

生産設備 203 64 
168 

(31,316)
6 442 106 

大崎エンジ
ニアリング
㈱ 

本社・テクニ
カルセンター 
(埼玉県入間
市) 

FPD 関連装置
事業 

生産設備 886 31 
915 

(9,427)
15 1,848 129 

大崎エステ
ート㈱ 

賃貸用不動産 
(東京都港区
他３ヶ所) 

不動産事業 土地・建物 1,805 ― 2,538 
(3,366)

13 4,391 ―
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(3) 在外子会社 

平成24年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額「その他」は、主として「リース資産」であります。 

   ２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含めておりません。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 重要な設備の除却等 

特に記載すべき事項はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

SMB 
United 
Industries 
Sdn Bhd 

本社・工場 
(マレーシ
ア・ジョホ
ール) 

計測制御機器
事業 

生産設備 ― 101 
―

(12,140)
173 275 270 

SMB 
Electric 
Pte Ltd 

本社・工場 
(シンガポ
ール) 

計測制御機器
事業 

生産設備 ― 126 
―

(15,737) 
837 964 41 

EDMI 
Limited 

本社・工場 
(シンガポ
ール) 

計測制御機器
事業 

生産設備 ― 311 
―

(4,747) 
― 311 320 

EDMI 
Electronics 
Sdn Bhd 

本社・工場 
(マレーシ
ア・ジョホ
ール) 

計測制御機器
事業 

生産設備 ― 131 
―

(28,330) 
226 357 56 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
 完了予定

年月
完了後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱エネゲー

ト 

千里丘事業所 

(大阪府摂津

市) 

計測制御機器

事業 
工場更新 1,462 663 自己資金 

平成23年

７月 

平成24年

６月 
―
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）提出日現在発行数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,550,684 38,550,684 
東京証券取引所
市場第一部 

単元株式数は1,000株でありま
す。 

計 38,550,684 38,550,684 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

  
株式報酬型新株予約権 

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （イ）第１回株式報酬型新株予約権（平成21年８月５日 取締役会決議） 

 
（注）１ 新株予約権の目的となる株式の数 

新株予約権１個につき目的となる株式数は100株とします。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により株式数を調整します。 

    調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

  

２ 新株予約権の行使の条件 

当社取締役を退任した日の翌日から10日を経過する日までに限り、新株予約権を行使できます。また、 

保有する全ての新株予約権を一度に行使し、１個の新株予約権の一部行使はできません。 

  

３ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下「組織再編成行為」という。）をする場

合、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付します。 

①交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

 残存新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。 

②新株予約権の目的となる再編成対象会社の株式の種類及び数 

 株式の種類は再編成対象会社の普通株式とする。また、付与する普通株式の数は組織再編成行為の条件等

を勘案のうえ決定する。 

③新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 当該各新株予約権の目的となる株式数に再編成対象会社の株式１株当たり１円を乗じて得られる金額とす

る。 

④新株予約権を行使することができる期間 

 上表「新株予約権の行使期間」の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表

「新株予約権の行使期間」の末日までとする。 

⑤新株予約権の行使の条件 

 上記（注）２に準じて決定する。 

⑥新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要する。 

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

 会社計算規則に基づき算定した額とする。 

 
事業年度末現在

(平成24年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 694 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 69,400(注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成21年９月16日
至  平成51年９月15日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  933
資本組入額 467 

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

(注)３ 同左
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 （ロ）第２回株式報酬型新株予約権（平成22年７月13日 取締役会決議） 

 
（注）１ 新株予約権の目的となる株式の数 

新株予約権１個につき目的となる株式数は100株とします。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により株式数を調整します。 

    調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

  

２ 新株予約権の行使の条件 

当社取締役を退任した日の翌日から10日を経過する日までに限り、新株予約権を行使できます。また、 

保有する全ての新株予約権を一度に行使し、１個の新株予約権の一部行使はできません。 

  

３ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下「組織再編成行為」という。）をする場

合、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付します。 

①交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

 残存新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。 

②新株予約権の目的となる再編成対象会社の株式の種類及び数 

 株式の種類は再編成対象会社の普通株式とする。また、付与する普通株式の数は組織再編成行為の条件等

を勘案のうえ決定する。 

③新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 当該各新株予約権の目的となる株式数に再編成対象会社の株式１株当たり１円を乗じて得られる金額とす

る。 

④新株予約権を行使することができる期間 

 上表「新株予約権の行使期間」の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表

「新株予約権の行使期間」の末日までとする。 

⑤新株予約権の行使の条件 

 上記（注）２に準じて決定する。 

⑥新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要する。 

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

 会社計算規則に基づき算定した額とする。 

 
事業年度末現在

(平成24年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 926 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 92,600 (注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成22年８月７日
至  平成52年８月６日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  665
資本組入額 333 

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

(注)３ 同左
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 （ハ）第３回株式報酬型新株予約権（平成23年７月13日 取締役会決議） 

 
（注）１ 新株予約権の目的となる株式の数 

新株予約権１個につき目的となる株式数は100株とします。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により株式数を調整します。 

    調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

  

２ 新株予約権の行使の条件 

当社取締役を退任した日の翌日から10日を経過する日までに限り、新株予約権を行使できます。また、 

保有する全ての新株予約権を一度に行使し、１個の新株予約権の一部行使はできません。 

  

３ 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下「組織再編成行為」という。）をする場

合、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付します。 

①交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

 残存新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。 

②新株予約権の目的となる再編成対象会社の株式の種類及び数 

 株式の種類は再編成対象会社の普通株式とする。また、付与する普通株式の数は組織再編成行為の条件等

を勘案のうえ決定する。 

③新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 当該各新株予約権の目的となる株式数に再編成対象会社の株式１株当たり１円を乗じて得られる金額とす

る。 

④新株予約権を行使することができる期間 

 上表「新株予約権の行使期間」の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表

「新株予約権の行使期間」の末日までとする。 

⑤新株予約権の行使の条件 

 上記（注）２に準じて決定する。 

⑥新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要する。 

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

 会社計算規則に基づき算定した額とする。 

 
事業年度末現在

(平成24年３月31日)
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 913 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 91,300 (注)１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) １ 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成23年８月５日
至  平成53年８月４日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  721
資本組入額 361 

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

(注)３ 同左
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、転換社債の転換によるものであります。 

  

(6) 【所有者別状況】 

平成24年３月31日現在 

 
(注) 自己株式2,900,482株は「個人その他」に2,900単元、「単元未満株式の状況」に482株含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成８年４月１日 
から 

平成９年３月31日
1,382 38,550 510 4,686 509 4,768 

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 39 31 115 95 1 3,008 3,289 ―

所有株式数 
(単元) 

― 12,680 401 7,427 4,082 1 13,641 38,232 318,684 

所有株式数 
の割合(％) 

― 33.17 1.05 19.42 10.68 0.00 35.68 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】 

平成24年３月31日現在 

 
（注）1  上記のほか当社所有の自己株式2,900千株（7.52%）があります。 

2  次の法人から、大量保有報告書及び変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨の報告 

を受けておりますが、当事業年度末現在における当該法人名義の実質所有株式数の全部または一部の確 

認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  

 平成23年７月６日付大量保有報告書（報告義務発生日 平成23年６月30日） 

 
  

 平成24年1月30日付変更報告書（報告義務発生日 平成24年１月23日） 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,549 6.61 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,545 6.60 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,552 4.02 

大崎電気工業取引先持株会 
東京都品川区東五反田２丁目10－２
東五反田スクエア 1,258 3.26 

渡邊佳英 東京都港区 1,150 2.98 

九州電力株式会社 福岡県福岡市中央区渡辺通２丁目１－82 1,109 2.87 

富国生命保険相互会社  
常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟 

1,104 2.86 

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町１ 1,020 2.64 

あいおいニッセイ同和損害保険
株式会社  
常任代理人 日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,000 2.59 

関西電力株式会社 大阪府大阪市北区中之島３丁目６－16 1,000 2.59 

計 ― 14,290 37.06 

氏名又は名称
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社 2,291 5.94 

氏名又は名称
保有株券等の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,552 4.03 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,462 3.79 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 64 0.17 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 110 0.29 

国際投信投資顧問株式会社 202 0.52 

計 3,390 8.80 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成24年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成24年３月31日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,900,000

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

35,332,000 
35,332 ―

単元未満株式 
 
普通株式 318,684 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 38,550,684 ― ― 

総株主の議決権 ― 35,332 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
大崎電気工業株式会社 

東京都品川区東五反田
２丁目10番２号 2,900,000 ─ 2,900,000 7.52 

計 ― 2,900,000 ─ 2,900,000 7.52 
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(9) 【ストックオプション制度の内容】 

会社法の規定に基づき、当社取締役に対し、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行

することを、取締役会において決議したものであります。 

  
（イ）第１回株式報酬型新株予約権（平成21年８月５日 取締役会決議） 

 
  
  
（ロ）第２回株式報酬型新株予約権（平成22年７月13日 取締役会決議） 

 
  

決議年月日 平成21年８月５日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

決議年月日 平成22年７月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 
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（ハ）第３回株式報酬型新株予約権（平成23年７月13日 取締役会決議） 

 
  

決議年月日 平成23年７月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 

「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 
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(1) 【株主総会決議による取得の状況】 
    該当事項はありません。 

  
(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 会社法第155条第３号による普通株式の取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(平成23年８月17日)での決議状況 
(取得期間平成23年８月18日～平成23年８月18日) 2,000,000 1,514 

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,779,000 1,346 

残存決議株式の総数及び価額の総額 221,000 167 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 11.05 11.05 
 

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 11.05 11.05 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 5,199 3 

当期間における取得自己株式 220 0 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他(新株予約権の権利行使) 15,900 7 ― ―

保有自己株式数 2,900,482 ― 2,900,702 ―
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当社は、株主に対する利益還元を重要な経営政策の一つとして位置づけており、株主に対し安定的な配

当を継続することを前提として、更に業績に応じた成果の配分を行うことを基本方針としております。ま

た、内部留保金につきましては、長期的な企業価値の拡大を目指し、競争力強化のための研究開発投資や

設備投資の原資とするとともに、今後の事業展開に有効活用し業績の向上に努めてまいります。 

 当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年

２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であ

ります。 

 当事業年度の配当金につきましては、上記の方針に基づき１株当たり１２円（うち中間配当金６円）と

しております。 
  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【配当政策】

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額 
(円)

平成23年11月１日 
取締役会決議 213 6.00 

平成24年６月28日 
定時株主総会決議 213 6.00 

４ 【株価の推移】

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 1,313 775 1,096 942 880 

最低(円) 357 340 664 506 612 

月別
平成23年 
10月

11月 12月
平成24年
１月

２月 ３月

最高(円) 786 752 770 846 880 860 

最低(円) 702 701 707 724 748 799 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 
代表取締役

 渡 邊 佳 英 昭和23年７月31日生

  昭和52年１月 株式会社野村総合研究所入社 

平成24年

６月から

２年 
1,150 

  〃 55年７月 当社取締役 

  〃 59年７月 常務取締役営業本部長 

  〃 61年１月 常務取締役システム・機器事業部

長兼新製品開発室長 

  〃 61年７月 専務取締役システム・機器事業部

長兼新製品開発室長 

  〃 62年６月 取締役副社長(代表取締役) 

  〃 63年11月 取締役社長(代表取締役) 

  平成元年１月 東北計器工業株式会社取締役(現

任) 

  〃 元年３月 九州電機製造株式会社(現九電テ

クノシステムズ株式会社)取締役

(現任) 

  〃 ２年４月 大崎エンジニアリング株式会社代

表取締役社長 

  〃 10年４月 同代表取締役会長 

  〃 17年６月 同取締役会長 

  〃 19年２月 株式会社エネゲート取締役(現任) 

  〃 19年６月 大崎エンジニアリング株式会社取

締役名誉会長(現任) 

 〃 21年１月 当社取締役会長（代表取締役）

(現任) 

大崎電気システムズ株式会社代表

取締役会長(現任) 

  〃 24年３月 SMB  United  Limited取締役会長

(現任) 

取締役社長 
代表取締役

 松 井 義 雄 昭和16年２月25日生

  平成14年４月 野村證券株式会社顧問 

平成24年

６月から

２年 
37 

  〃 14年６月 当社監査役 

  〃 16年６月 取締役副社長(代表取締役) 

 〃 21年１月 取締役社長(代表取締役)(現任) 

  〃 24年６月 SMB United Limited取締役副会長

(現任) 

取締役副社長 
代表取締役

技術開発・ 

生産・国際 

事業管掌

渡 辺 光 康 昭和30年５月２日生

  昭和58年８月 株式会社野村総合研究所入社 

平成24年

６月から

２年 
455 

  〃 61年８月 当社入社 

  〃 62年６月 埼玉工場長 

  〃 63年６月 取締役埼玉工場長 

  平成２年６月 取締役電力事業部副事業部長兼埼

玉工場長 

  〃 ４年６月 取締役システム・機器事業部長兼

技術開発本部副本部長 

  〃 ６年６月 常務取締役技術開発本部長 

  〃 12年５月 大崎電気システムズ株式会社代表

取締役会長 

  〃 16年６月 当社専務取締役 

  〃 21年１月 取締役副社長(代表取締役) 

  〃 24年３月 SMB United Limited取締役兼最高

経営責任者(現任) 

  〃 24年６月 当社取締役副社長(代表取締役)技

術開発・生産・国際事業管掌(現

任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

専務取締役 営業本部長 川 端 晴 幸 昭和23年２月１日生

  昭和45年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
41 

  平成４年６月 電力営業第一部長 

  〃 12年６月 取締役営業本部電力一部長兼マー

ケティング室長 

  〃 14年５月 取締役営業本部マーケティング室

長兼システム・機器部長、特機部

担任 

  〃 16年６月 常務取締役管理本部長兼総務部長 

  〃 17年６月 常務取締役管理本部長 

 〃 23年６月 常務取締役営業本部長 

 〃 24年６月 専務取締役営業本部長(現任) 

常務取締役
営業・管理 

管掌
木 村 雪 男 昭和23年７月17日生

  平成18年６月 東電設計株式会社常務取締役 平成24年

６月から

２年 
6   〃 20年６月 当社常務取締役営業・管理管掌

(現任) 

常務取締役 経営戦略室長 高 野 澄 雄 昭和25年６月９日生

  昭和49年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
9 

  平成10年１月 経理部長 

  〃 12年６月 取締役経営企画室長 

  〃 20年１月 取締役経営戦略室長 

  〃 22年６月 常務取締役経営戦略室長(現任) 

常務取締役
管理本部長 
兼総務部長

根 本 和 郎 昭和28年10月22日生

  昭和52年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
7 

 平成12年６月 経理部長 

  〃 17年６月 総務部長 

  〃 18年６月 取締役総務部長兼人事部長 

  〃 19年６月 取締役管理本部副本部長兼総務部

長兼人事部長 

  〃 23年６月 常務取締役管理本部長兼総務部長

(現任) 

取締役 生産本部長 沼 﨑 邦 明 昭和27年７月10日生

  昭和50年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
5 

 平成15年６月 大崎プラテック株式会社代表取締

役社長 

  〃 18年６月 当社生産本部製造部長 

  〃 19年７月 理事生産本部副本部長兼製造部長 

  〃 20年６月 取締役生産本部副本部長 

  〃 23年６月 取締役生産本部長(現任) 

取締役
管理本部 
副本部長 
兼経理部長

山 中 利 雄 昭和25年６月20日生

  昭和48年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
8 

 平成12年12月 岩手大崎電気株式会社代表取締役

社長 

  〃 14年11月 大崎データテック株式会社取締役

管理部長 

  〃 17年６月 当社経理部長 

  〃 19年６月 取締役経理部長 

  〃 23年６月 取締役管理本部副本部長兼経理部

長(現任) 

取締役
技術開発 
本部長

駒 沢   聰 昭和30年２月22日生

  昭和53年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
4 

  平成７年７月 岩手研究開発センター長 

   〃 12年１月 研究開発センター通信グループマ

ネジャー 

   〃 19年６月 研究開発センター長兼通信グルー

プマネジャー 

   〃 21年６月 取締役研究開発センター長兼通信

グループマネジャー 

   〃 22年４月 取締役研究開発センター長 

   〃 22年６月 取締役技術開発本部副本部長兼研

究開発センター長 

   〃 24年６月 取締役技術開発本部長(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
営業本部 
副本部長

堀   長一郎 昭和30年４月27日生

 平成18年７月 東京電力株式会社埼玉支店(安全

品質担当)兼安全品質グループマ

ネージャー 平成24年

６月から

２年 

―   〃 20年７月 東光電気株式会社出向 

  〃 23年10月 当社出向営業本部部長 

 〃 24年６月 当社取締役営業本部副本部長(現

任) 

取締役
営業本部 
副本部長兼 
情報通信部長

水 田   茂 昭和25年10月２日生

  平成19年４月 株式会社守谷商会取締役執行役員

営業総括室担当 

平成24年

６月から

２年 
3 

   〃 19年７月 当社入社理事営業本部電力三部 

   〃 20年７月 理事営業本部副本部長 

   〃 20年11月 理事営業本部副本部長兼情報通信

事業部副事業部長 

   〃 21年４月 理事営業本部副本部長兼情報通信

部長 

   〃 22年６月 取締役営業本部副本部長兼情報通

信部長（現任） 

取締役
営業本部 
副本部長兼 
電力二部長

横 井 博 幸 昭和29年８月24日生

  昭和53年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
1 

  平成14年１月 営業本部電力一部長 

   〃 18年６月 営業本部電力三部長 

   〃 20年７月 営業本部電力二部長 

   〃 21年７月 理事営業本部電力二部長 

   〃 23年６月 取締役営業本部副本部長兼電力二

部長(現任) 

取締役
生産本部 
副本部長

大 畑 正 和 昭和27年10月７日生

  昭和46年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
1 

  平成18年６月 岩手大崎電気株式会社代表取締役

社長 

   〃 22年７月 当社理事生産本部品質保証部長 

   〃 23年６月 取締役生産本部副本部長兼品質保

証部長 

   〃 24年６月 取締役生産本部副本部長(現任) 

取締役  飛 澤 久 夫 昭和24年９月28日生

  昭和47年４月 当社入社 

平成24年

６月から

２年 
9 

  平成12年１月 技術開発本部副本部長兼研究開発

センター長 

  〃 12年６月 取締役技術開発本部副本部長兼研

究開発センター長 

  〃 16年６月 取締役営業本部副本部長兼マーケ

ティング室長兼システム・機器部

長 

  〃 18年６月 取締役営業本部長兼マーケティン

グ室長 

  〃 19年６月 常務取締役営業本部長 

  〃 20年６月 常務取締役営業本部長兼情報通信

事業部長 

  〃 21年４月 常務取締役営業本部長 

  〃 23年６月 取締役(現任)、株式会社エネゲー

ト代表取締役副社長(現任) 
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(注) １ 取締役会長渡邊佳英、取締役副社長渡辺光康の両氏は兄弟であります。 

２ 監査役のうち、阿蒜達雄、山本滋彦の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役  吉 野   伸 昭和25年６月26日生

  平成13年４月 株式会社東芝社会インフラシステ

ム社制御・計測システム技師長 

平成22年

６月から

４年 
9 

  〃 15年８月 当社入社技術開発本部副本部長 

  〃 16年６月 取締役技術開発本部長 

  〃 18年６月 常務取締役技術開発本部長兼研究

開発センター長 

  〃 19年６月 常務取締役技術開発本部長 

  〃 22年６月 常勤監査役(現任) 

監査役  高 橋 健一郎 昭和20年６月15日生

  平成４年９月 三菱ブアナ銀行スラバヤ支店長 

平成24年

６月から

４年 
12 

   〃 11年１月 当社入社PT.METBELOSA取締役社長

代行 

   〃 11年６月 PT.METBELOSA取締役社長 

   〃 16年７月 当社理事事業ネットワーク推進室

長 

  〃 17年４月 理事国際事業部長 

  〃 20年６月 監査役(現任) 

監査役  阿 蒜 達 雄 昭和15年12月25日生

  平成13年４月 SMBCコンサルティング株式会社代

表取締役会長 

平成23年

６月から

４年 

― 

  〃 14年６月 当社監査役(現任) 

  〃 14年12月 SMBCコンサルティング株式会社代

表取締役会長兼社長 

  〃 16年５月 財団法人日本タイ協会理事長 

  〃 18年５月 同理事 

監査役  山 本 滋 彦 昭和22年８月１日生
  平成19年３月 株式会社ジャフコ経営理事 平成24年

６月から

４年 

―   〃 20年６月 当社監査役(現任) 

計 1,759 
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主をはじめとする利害関係者の利益を重視し、永続的な企業価値の最大化を実現していく

上で、コーポレート・ガバナンスの充実は極めて重要な経営課題であると認識しております。今後も一

層の経営の効率性、透明性を高め、公正な経営の実現に取り組んでまいります。また、経営の透明性を

高めるため積極的かつ迅速な情報開示に努め、インターネットを通じた企業内容の開示などディスクロ

ージャーの充実に努めてまいります。 

  

② 企業統治の体制の概要等 

ａ コーポレート・ガバナンスの体制 

当社は監査役制度を採用しております。当社は、監査役会を設置し社外監査役を含めた監査役によ

る監査体制が、経営監視機能として適当であると考えております。監査役は４名でうち２名が社外監

査役となっております。 

 取締役は15名で社外取締役は選任しておりませんが、取締役15名のうち４名は外部の企業出身者で

あり、それぞれ客観的な視点を踏まえながら経営に参画しております。 

 取締役会は経営の基本方針、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに業

務の執行状況を監督する機関と位置づけております。取締役会は原則として毎月１回開催するほか必

要に応じて開催し、経営環境の変化に機動的に対応し効率的な運営に努めております。また、取締役

会の補佐機能として、原則として常務取締役以上で構成される経営会議を原則週１回開催し、日常の

業務執行に関する意思決定ならびに経営課題等に関する論議を行っております。 

 コンプライアンス（法令遵守）につきましては、すべての法令及び社会的規範の遵守に向けコンプ

ライアンス委員会を設置し、趣旨の徹底を図るため大崎電気グループ企業行動憲章及びコンプライア

ンス・マニュアルを定めるほか、コンプライアンス・ハンドブックを発行し、遵守意識向上ならびに

体制の整備を推進しております。なお法律上、会計上の問題に関しましては、顧問弁護士、公認会計

士等の有識者のアドバイスを適宜受け法令遵守に努めております。 
  

ｂ 内部統制システムの整備の状況 

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、「内部統制システム構築の基本方針」を制定し、業

務の適正を確保するための体制を以下の通り整備しております。 

(イ) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・コンプライアンス委員会を設置し、役職員が法令・定款、社内規程及び社会規範等を遵守する

ための大崎電気グループ企業行動憲章及びコンプライアンス・マニュアルを定めるほか、コン

プライアンス・ハンドブックを発行し、その周知徹底と遵守の推進を図る。 

・ヘルプライン制度責任者（取締役社長）及び担当者は、その適切な運営により、役職員の法令

違反や不正行為等の早期発見と是正を図り、コンプライアンス体制の強化に努める。 

(ロ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱については、取締役会規程ほか社内規程に従い、

職務の執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理する。 

・取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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(ハ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・各部署及び各委員会（コンプライアンス、品質管理、環境保全、ＰＬ、安全保障輸出管理）は

リスク管理規程及びリスクマネジメント基本方針に基づき、リスクの特定、分析、評価を行い

リスクマップを作成する。また、認識されたリスクに対し必要な対策を講じリスクの低減を図

る。 

・経営監査室を設置し、取締役社長を責任者として内部監査を実施する。 

・経営監査室は、内部監査により各部門ごとのリスク管理状況を監査する。その結果を定期的に

取締役会に報告し、取締役会において改善策を審議決定する。 

(ニ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・毎期初に役職員が共有する全社的な目標を定め、この目標達成に向けて各部門が具体的な年度

事業計画を策定する。また、月次・四半期ごとに目標の達成をレビューし、結果をフィードバ

ックすることにより、業務の有効性・効率性を確保する。 

・取締役会は原則として毎月１回開催するほか必要に応じて開催し、経営環境の変化に機動的に

対応し効率的な運用に努める。 

・原則として常務取締役以上で構成される経営会議を原則週１回開催し、企業集団に影響を及ぼ

す経営課題等について多面的な検討、協議を行う。その結果、取締役会にて決議すべき事項に

ついては、改めて付議、審議を行う。 

・日常業務は、職務権限規程、稟議規程等に基づき業務を遂行する。 

(ホ) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・経営戦略室は、大崎電気グループ経営管理規程に基づき、関係部署と連係し、子会社各社にお

ける内部統制体制の実効性を高めるための諸施策を立案・実施し、子会社への指導・支援等を

行う。 

・経営監査室は、子会社各社と協議のうえ内部監査を計画的に実施して業務の適正性や効率性を

監査し、コンプライアンス体制の強化・改善を図る。 

・グループヘルプライン制度により、企業集団における役職員の法令違反や不正行為等の早期発

見と是正を図り、コンプライアンス体制の強化に努める。 

・財務報告に係る内部統制基本方針に基づき業務を運営し、金融商品取引法が求める財務報告の

信頼性を確保する。 

・反社会的勢力対応マニュアルを制定するほか取引基本契約書等に暴力団排除条項を導入し、社

会の一員として市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、

毅然とした態度で対応する。 

(へ) 監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 

・監査役の職務を補助すべき専任の使用人を配置することとする。 

・監査役の職務を補助すべき使用人は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず監査役の指揮命令

下で職務を遂行し、その人事異動については監査役の同意を得る。 

(ト) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正の事実または企業

集団に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告する。 

・取締役及び使用人は、法定の事項に加え、企業集団に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実

施状況、グループヘルプライン制度による通報状況及びその内容を遅滞なく監査役会に報告す

る。 

(チ) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・取締役会は、業務の適正を確保するため、取締役会、経営会議等重要な会議への監査役の出席

を確保する。 

・代表取締役は監査役と定期的に意見交換する機会を確保する。 
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③ 各監査と内部統制部門 

監査役監査は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い各監査役が実施しております。 

 監査役は、経営監視機能として、取締役会及び幹部会等の重要な会議に出席するほか、常勤の監査役

は経営会議に出席し、日常の監査活動を行っております。また、代表取締役とは定期的な会合を設け意

見交換を行っております。 

 監査役は、各本部・事業部・室及び当社グループ会社について監査を行うとともに、会計監査人であ

る監査法人原会計事務所が行う監査に随時立ち会い、監査に関する報告・説明を求め、さらに必要に応

じて情報・意見交換を行って監査の質を高めております。 

 なお、監査役会には、監査役の職務を補佐すべき使用人１名を専属スタッフとして配置しており、資

料の事前配付、事前説明及び報告等の業務サポートを行っております。 

 内部監査については、独立した組織として取締役社長を責任者とする経営監査室を設置し、有資格の

監査員２名を配置しております。同室では当社及び子会社の内部監査を計画的に実施し、業務の適正性

や効率性、リスク管理の状況を監査するとともに、その結果を定期的に取締役会に報告し、取締役会に

おいてコンプライアンス及びリスク管理の強化・改善策を審議決定しております。 

 また、コンプライアンス体制をさらに強化するため、内部通報制度として経営監査室を窓口とする大

崎電気グループヘルプライン制度を導入しております。経営監査室からは、ヘルプライン制度による通

報状況及びその内容を遅滞なく取締役会に報告しております。 

 会計監査については、監査法人原会計事務所から子会社を含めて四半期毎にレビューまたは監査を受

けております。 

 上記の監査役監査、内部監査及び会計監査は、情報交換・打合せ等を密に行い、監査の充実に努めて

おります。 

 内部統制部門としては、総務部がコンプライアンス及びリスク管理等を所管し、経理部が財務報告に

係る内部統制を所管しております。監査役及び経営監査室は、内部統制部門と取締役会、幹部会や内部

統制（Ｊ－ＳＯＸ）委員会（傘下組織を含む）等の会議を通じて情報・意見交換を行っております。 

 また、内部統制部門と会計監査人との関係は、経理部については、会計監査及び財務報告に係る内部

統制の監査を通じて経常的に会議や情報交換等を行っており、総務部については、監査後の定例会議の

ほか、必要に応じ会計監査人との情報交換の場を設けております。 

  

④ 社外役員 

当社では、監査役４名のうち社外監査役２名が社外からのチェック機能を果たしており、社外監査役

を含めた監査役による監査体制が、経営監視機能として適当であると考えております。このため、当社

は豊富な経営経験や実務知識ならびにこれらにもとづく高い見識を有している方を社外監査役として選

任しており、第三者の立場から当社の業務執行に対する適切な監査が期待できるものと考えておりま

す。 

社外監査役は、取締役会及び幹部会等の重要な会議に出席するほか、代表取締役との定期的な会合で

意見の交換を行い、適宜各本部・事業部・室及び当社グループ会社の往査を実施し、監査の充実を図っ

ております。 

また、社外監査役は、他の監査役と同様に、会計監査人、経営監査室及び内部統制部門と会議等を通

じて、情報・意見交換を行っております。 

なお、当社は、社外役員の独立性に関する基準または方針を定めていませんが、社外役員の選任にあ

たっては、東京証券取引所の上場管理等に関するガイドライン等を参考としております。 
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当社と社外監査役２名との間には人的関係、資本的関係、または取引関係その他特別の利害関係はあ

りません。 

阿蒜達雄社外監査役は、過去（約１３年前）に当社の準メイン先である株式会社さくら銀行（現株式

会社三井住友銀行）の業務執行者として勤務しておりましたが、銀行を退職後約１３年経過しているこ

と、同氏が当社社外監査役に就任した経緯は当時の当社役員の紹介によるもので、銀行の人事部等を経

由したものではないこと、同氏も社外役員として常に中立的・客観的な立場で意見を述べていることな

どから、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として東京証券取引所に届け出ておりま

す。 

また、山本滋彦社外監査役は、過去（約１４年前）に野村證券株式会社の業務執行者として勤務して

おりました。同社に対しては、企業年金委託を中心に支払手数料が発生しておりますが、金額的には少

額（平成２４年３月期）であり、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同氏を東京

証券取引所に届け出ております。 

なお、当社では、社外取締役は選任しておりません。 

  
  

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りであります。 
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⑤ 役員報酬等 

  
ａ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

 
(注) １  上記の員数には、平成23年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名を含んでお

ります。 

２  取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３  上記社外役員は社外監査役に対する報酬額であります。 

４  ストックオプションは、取締役に対し付与した株式報酬型新株予約権に係る当事業年度の費用の額を計上

しております。 

  
ｂ 役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

  
ｃ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

該当事項はありません。 

  
ｄ 役員の報酬等の額の決定に関する方針 

取締役及び監査役の報酬等の額については、株主総会にてそれぞれの報酬総額の年額限度について

の決議を受け、各取締役については取締役会の授権を得た取締役会長及び取締役社長が当社の定める

一定の基準に基づき決定し、各監査役については監査役の協議により決定しております。 

  

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる 
役員の員数 

(名)基本報酬
ストック
オプション

取締役 335 269 65 17 

監査役（社外監査役を除く） 37 37 ─ 2 

社外役員 17 17 ─ 2 

計 390 324 65 21 
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⑥ 株式の保有状況 

  
（イ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 銘柄数                         31銘柄 

 貸借対照表計上額の合計額    2,474百万円 

  
（ロ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上

額及び保有目的 

（前事業年度） 

  特定投資株式 

 
（注）１ 当社が保有する特定投資株式は全19銘柄であり、貸借対照表計上額が資本金額の100分の1以下の銘柄も含めて

        全銘柄を記載しております。 

   ２ みなし保有株式は保有しておりません。 

  

銘柄
株式数 
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィ
ナンシャル・グループ 1,283,730 492 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

MS&ADインシュアランス
グループホールデイング
ス株式会社 

171,023 323 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

中部電力株式会社 106,872 197 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

三菱鉛筆株式会社 145,000 191 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

関西電力株式会社 100,000 181 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

九州電力株式会社 98,938 160 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

東京電力株式会社 264,967 123 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

日東工業株式会社 125,800 120 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社東京エネシス 150,000 82 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

東北電力株式会社 48,325 67 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

イヌイ倉庫株式会社 110,000 56 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

株式会社丹青社 107,000 41 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

株式会社テーオーシー 125,000 41 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

株式会社三井住友フィナ
ンシャルグループ 10,274 26 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

鹿島建設株式会社 113,987 26 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

マックスバリュ中部株式
会社 31,500 24 

事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

北陸電力株式会社 10,197 19 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社アーレスティ 24,150 17 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社りそなホールデ
ィングス 8,100 3 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 
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（当事業年度） 

  特定投資株式 

 
（注）１ 当社が保有する特定投資株式は全20銘柄であり、貸借対照表計上額が資本金額の100分の1以下の銘柄も含めて

        全銘柄を記載しております。 

   ２ みなし保有株式は保有しておりません。 

  
（ハ）保有目的が純投資目的である投資株式 

銘柄
株式数 
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィ
ナンシャル・グループ 1,283,780 528 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

MS&ADインシュアランス
グループホールデイング
ス株式会社 

171,023 290 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

三菱鉛筆株式会社 145,000 208 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

中部電力株式会社 106,872 159 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

日東工業株式会社 125,800 136 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

関西電力株式会社 100,000 128 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

九州電力株式会社 98,938 116 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

日本梱包運輸倉庫株式会
社 109,000 110 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社東京エネシス 150,000 73 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社テーオーシー 125,000 58 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

東京電力株式会社 264,967 55 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

イヌイ倉庫株式会社 110,000 53 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

東北電力株式会社 48,325 45 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社丹青社 107,000 32 
事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

鹿島建設株式会社 113,987 28 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社三井住友フィナ
ンシャルグループ 10,274 27 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

マックスバリュ中部株式
会社 31,500 25 

事業上の関係強化のため株式を保有している
ものであります。 

株式会社アーレスティ 24,150 17 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

北陸電力株式会社 10,197 15 
取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

株式会社りそなホールデ
ィングス 8,100 3 

取引関係の維持強化のため株式を保有してい
るものであります。 

 

前事業年度 
(百万円)

当事業年度
(百万円)

貸借対照表 
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益 
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式以外の株式 318 285 7 ─ △55
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⑦ 会計監査の状況 

 当社は、監査法人原会計事務所と監査契約を結び、会計監査を受けております。 

 当社の会計監査を執行した公認会計士は次のとおりであります。 

  ・業務を執行した公認会計士の氏名 

    松木良幸、六本木浩嗣 

  ・会計監査業務に係る補助者の構成 

    会計士補等 ４名 

    その他   １名 

  

⑧ 当社定款における定めの概要 

・取締役の員数を15名以内と定めるほか、株主総会における取締役の選任決議について、議決権を行

使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をも

って行い、累積投票によらないものと定めております。 

・自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行することを可能とするため、会社法第165条

第２項に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨

を定めております。 

・株主総会の特別決議要件について、定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的として、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定めております。 

・中間配当について、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年

９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

監査日数、監査時間及び監査内容等の要素を勘案し、監査役会の同意を得た上で、決定しておりま

す。 

  

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 38 ─ 40 ―

連結子会社 14 ─ 14 ―

計 52 ─ 54 ―
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号、以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号、以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成

24年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の財務諸

表について、監査法人原会計事務所により監査を受けております。 

  

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更などについて的確に対応することができる体制を整備す

るため、公益財団法人財務会計基準機構に加入し、情報収集に努めております。また、公益財団法人財務

会計基準機構が行っている研修に参加しております。 

  

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,912 ※2  10,645

預け金 7,285 2,062

受取手形及び売掛金 11,490 ※6  16,259

商品及び製品 1,911 3,512

仕掛品 2,190 2,214

原材料及び貯蔵品 2,115 4,349

繰延税金資産 944 1,015

その他 1,037 2,047

貸倒引当金 △54 △107

流動資産合計 32,833 41,999

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 19,086 19,593

減価償却累計額 △12,263 △12,366

建物及び構築物（純額） 6,823 7,227

機械装置及び運搬具 11,022 12,814

減価償却累計額 △9,101 △10,560

機械装置及び運搬具（純額） 1,921 2,253

土地 12,236 12,375

リース資産 224 3,587

減価償却累計額 △99 △752

リース資産（純額） 125 ※2  2,835

建設仮勘定 358 1,173

その他 7,093 7,088

減価償却累計額 △6,295 △6,443

その他（純額） 797 645

有形固定資産合計 22,261 26,511

無形固定資産   

のれん － 3,185

その他 534 566

無形固定資産合計 534 3,751

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  3,300 ※1  3,527

繰延税金資産 669 696

前払年金費用 286 439

その他 3,172 2,436

貸倒引当金 △7 △9

投資その他の資産合計 7,422 7,090

固定資産合計 30,218 37,353

資産合計 63,051 79,352
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,181 ※6  6,823

短期借入金 1,784 ※2, ※4  18,481

1年内償還予定の社債 4,500 －

未払法人税等 823 509

賞与引当金 1,267 1,419

役員賞与引当金 15 226

製品保証引当金 26 29

その他 2,671 5,393

流動負債合計 16,270 32,884

固定負債   

長期借入金 505 ※2  3,246

リース債務 1,315 1,365

退職給付引当金 1,193 1,318

役員退職慰労引当金 226 205

負ののれん 936 780

繰延税金負債 2,409 2,521

その他 893 824

固定負債合計 7,479 10,262

負債合計 23,749 43,147

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,686 4,686

資本剰余金 4,770 4,775

利益剰余金 16,685 17,586

自己株式 △505 △1,848

株主資本合計 25,637 25,199

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △117 △161

為替換算調整勘定 △487 △506

その他の包括利益累計額合計 △605 △667

新株予約権 138 191

少数株主持分 14,131 11,481

純資産合計 39,301 36,204

負債純資産合計 63,051 79,352
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 45,975 47,362

売上原価 33,049 34,449

売上総利益 12,925 12,912

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  9,100 ※1, ※2  9,583

営業利益 3,825 3,329

営業外収益   

受取利息 31 22

受取配当金 99 125

負ののれん償却額 156 156

助成金収入 23 －

その他 119 91

営業外収益合計 430 395

営業外費用   

支払利息 51 56

為替差損 11 107

コミットメントフィー 18 309

その他 20 35

営業外費用合計 101 509

経常利益 4,154 3,215

特別利益   

固定資産売却益 ※3  3 ※3  7

会員権売却益 0 38

貸倒引当金戻入額 2 －

特別利益合計 6 46

特別損失   

固定資産売却損 － ※4  25

減損損失 － ※6  417

固定資産除却損 ※5  47 ※5  101

投資有価証券評価損 944 235

関係会社整理損 － 45

事業構造改善費用 142 －

会員権評価損 6 5

特別退職金 26 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 154 －

特別損失合計 1,322 829

税金等調整前当期純利益 2,838 2,431

法人税、住民税及び事業税 1,265 693

法人税等調整額 △65 △197

法人税等合計 1,199 496

少数株主損益調整前当期純利益 1,639 1,934

少数株主利益 619 595

当期純利益 1,020 1,339
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【連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,639 1,934

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △75 △43

為替換算調整勘定 △29 △22

その他の包括利益合計 △104 ※1  △65

包括利益 1,534 1,869

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 922 1,277

少数株主に係る包括利益 612 592
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 4,686 4,686

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,686 4,686

資本剰余金   

当期首残高 4,768 4,770

当期変動額   

自己株式の処分 1 5

当期変動額合計 1 5

当期末残高 4,770 4,775

利益剰余金   

当期首残高 16,114 16,685

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

当期純利益 1,020 1,339

当期変動額合計 571 900

当期末残高 16,685 17,586

自己株式   

当期首残高 △499 △505

当期変動額   

自己株式の取得 △7 △1,350

自己株式の処分 1 7

当期変動額合計 △5 △1,343

当期末残高 △505 △1,848

株主資本合計   

当期首残高 25,070 25,637

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

当期純利益 1,020 1,339

自己株式の取得 △7 △1,350

自己株式の処分 3 12

当期変動額合計 566 △437

当期末残高 25,637 25,199
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △45 △117

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72 △43

当期変動額合計 △72 △43

当期末残高 △117 △161

為替換算調整勘定   

当期首残高 △462 △487

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25 △18

当期変動額合計 △25 △18

当期末残高 △487 △506

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △507 △605

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △98 △62

当期変動額合計 △98 △62

当期末残高 △605 △667

新株予約権   

当期首残高 74 138

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64 53

当期変動額合計 64 53

当期末残高 138 191

少数株主持分   

当期首残高 13,941 14,131

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 189 △2,650

当期変動額合計 189 △2,650

当期末残高 14,131 11,481

純資産合計   

当期首残高 38,578 39,301

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

当期純利益 1,020 1,339

自己株式の取得 △7 △1,350

自己株式の処分 3 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 155 △2,658

当期変動額合計 722 △3,096

当期末残高 39,301 36,204
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,838 2,431

減価償却費 1,993 2,021

減損損失 － 417

負ののれん償却額 △156 △156

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22 43

賞与引当金の増減額（△は減少） 56 △5

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △2 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） 0 1

関係会社損失引当金の増減額（△は減少） △100 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 284 130

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 28 △21

受取利息及び受取配当金 △131 △147

支払利息 51 56

固定資産売却損益（△は益） △3 17

固定資産除却損 47 101

投資有価証券評価損益（△は益） 944 235

会員権売却損益（△は益） △0 △38

会員権評価損 6 5

関係会社整理損 － 45

事業構造改善費用 142 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 154 －

売上債権の増減額（△は増加） △992 △592

たな卸資産の増減額（△は増加） △461 426

仕入債務の増減額（△は減少） 604 △452

その他 △15 177

小計 5,269 4,697

利息及び配当金の受取額 132 147

利息の支払額 △51 △57

法人税等の支払額 △1,390 △1,953

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,959 2,834
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,728 △2,214

有形固定資産の売却による収入 63 153

無形固定資産の取得による支出 △110 △256

投資有価証券の取得による支出 △167 △426

投資有価証券の売却による収入 6 －

会員権の取得による支出 △28 △34

会員権の売却による収入 － 91

長期預け金の預入による支出 △1,000 －

長期預け金の払戻による収入 1,000 1,000

定期預金の増減額（△は増加） 2,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ ※2  △8,625

その他 △30 △29

投資活動によるキャッシュ・フロー 5 △10,340

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 9 17,332

長期借入れによる収入 200 1,000

長期借入金の返済による支出 △767 △1,775

社債の償還による支出 － △4,500

リース債務の返済による支出 △56 △71

配当金の支払額 △449 △440

少数株主への配当金の支払額 △424 △434

自己株式の取得による支出 △7 △1,350

子会社の自己株式の取得による支出 － △2,850

その他 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,495 6,909

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 42

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,459 △553

現金及び現金同等物の期首残高 10,738 13,197

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  13,197 ※1  12,643
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

   

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数        48社 

主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載しているため省略しております。 

SMB United Limitedの株式取得に伴い、同社及び同社の子会社を合わせた38社を当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。なお、平成23年12月31日を株式のみなし取得日としております

が、連結決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当連結会計年度においては、貸借対照表のみを連

結しております。 

(2) 主要な非連結子会社名 

Applied Meters,a.s. 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 
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２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社数  ２社 

会社等の名称 

Power House Technology Company Limited 

Wallaby Metering Systems Private Limited 

上記２社につきましては、SMB United Limitedの株式取得に伴い、関連会社に該当することとな

ったため、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。なお、平成23年12月31日を株

式のみなし取得日としておりますが、連結決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当連結会計年度

における連結損益計算書に与える影響はありません。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

Applied Meters,a.s. 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、これらの会社に対する投資については、持分法を適用せず原価法に

より評価しております。 

(3) 他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関連

会社としなかった当該他の会社等の名称 

東北計器工業株式会社 

(関連会社としなかった理由) 

当社は同社の議決権の20％を所有しておりますが、同社は東北電力株式会社の子会社であるこ

と、電力会社向けの製品については、当該電力会社の発注に基づき同社を経由して受注している関

係にあることから、当社は同社の財務及び営業または事業方針の決定に対して重要な影響を与える

ことはできないと認められるためであります。 

(4) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項 

持分法を適用している会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

  
３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、SMB United Limitedを含む39社の決算日は12月31日でありますが、連結財務諸

表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。 
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４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

ａ 商品及び製品 

当社及び国内連結子会社は主として移動平均法又は総平均法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)によっております。ただし、個別受注

生産品については個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)によっております。また、在外連結子会社は主として先入先出法による低価

法によっております。 

b 仕掛品 

主として移動平均法又は総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)によっております。ただし、個別受注生産品については個別法に

よる原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)によってお

ります。 

c 原材料及び貯蔵品 

当社及び国内連結子会社は主として移動平均法又は総平均法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)によっております。また、在外連結子

会社は主として先入先出法による低価法によっております。 

②有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条２項に

より有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法によっております。 

在外連結子会社は定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいており

ます。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、当社及び国内連結子会社におけるリース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
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(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。また、在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上してお

ります。 

②賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④製品保証引当金 

製品のアフターサービス等に対する費用の支出に備えるため、過去の支出実績に基づき将来の

支出見込額を計上しております。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 なお、計算の結果、当連結会計年度末においては当社の退職給付引当金が借方残高となったた

め、当社分については「前払年金費用」として固定資産の投資その他の資産に計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(主として10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

⑥役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日

における直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段)金利スワップ 

(ヘッジ対象)借入金の利息 

③ヘッジ方針 

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、有効性の評価を省略しております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間 

負ののれん(平成22年３月31日以前に発生したもの)は、10年間で均等償却しております。 

 なお、当連結会計年度に発生したのれんについては、翌会計年度より10年間で均等償却すること

としております。 

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっておりま

す。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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【会計方針の変更】 

該当事項はありません。 

  

【表示方法の変更】 

  

（連結貸借対照表関係） 

１ 前連結会計年度において、「有形固定資産」の「その他」に含めていた「リース資産」、「減価償却

累計額」及び「リース資産（純額）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記し

ております。この表示方法を反映させるため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「有形固定

資産」の「その他」に表示していた125百万円は、「リース資産」、「減価償却累計額」及び「リース

資産（純額）」として組替えております。 

２ 前連結会計年度の連結貸借対照表において、「無形固定資産」に表示していた534百万円は、「無形固

定資産」の「その他」に表示名を変更しております。 

３ 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「固定負債」の「長期未払金」は、金額的重要性

が乏しいため、当連結会計年度より「固定負債」の「その他」に含めております。この表示方法を反映

させるため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」の「長期未払金」に表示してい

た668百万円は、「固定負債」の「その他」として組替えております。 

  

（連結損益計算書関係） 

１ 「営業外収益」の「雑収入」並びに「営業外費用」の「雑損失」は、それぞれ当連結会計年度より

「営業外収益」の「その他」並びに「営業外費用」の「その他」に表示名を変更しております。 

２ 前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「売上割引」は、金額的重要性

が乏しいため、当連結会計年度より「営業外費用」の「その他」に含めております。この表示方法を反

映させるため、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「売上割引」に表示して

いた10百万円は、「営業外費用」の「その他」として組替えております。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「長期

未払金の増減額（△は減少）」は、金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より「営業活動による

キャッシュ・フロー」の「その他」に含めております。この表示方法を反映させるため、前連結会計年

度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「長期未払金

の増減額（△は減少）」に表示していた△23百万円は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」として組替えております。 

  

【会計上の見積りの変更】 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。 
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【注記事項】 

(連結貸借対照表関係) 

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

※２  担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりであります。 

担保に供している資産 

 
(注) 関係会社株式につきましては、連結上相殺消去されております。 

  

担保付債務 

 
  

 ３ 偶発債務 

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。 

 
  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) 106百万円 128百万円

(うち、共同支配企業に対する 
投資の金額) 
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前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

現金及び預金 
リース資産(純額) 
関係会社株式 

―
― 
― 

46百万円
560 

1,236 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

借入金 ― 2,504百万円

(うち、短期借入金) ― 777 

(うち、長期借入金) ― 1,727 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

Applied Meters,a.s. 100百万円 74百万円
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※４ 当社は、SMB United Limitedの株式取得に係る資金調達を目的として、取引銀行２行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。 

 
  

 ５ 当社は、運転資金の効率的な調達を目的として、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。 

 
  

※６  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れております。 

 
  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

貸出コミットメントの総額 ― 13,500百万円

借入実行残高 ― 12,841 

差引額 ― 659百万円

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,800百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ― 

差引額 3,800百万円 3,000百万円

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

受取手形 ― 134百万円

支払手形 ― 52 
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(連結損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。 

 
  

※２  研究開発費の総額は、次のとおりであります。 

 
  

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 
  

※４  固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

従業員給料手当・賞与 2,841百万円 2,889百万円

賞与引当金繰入額 399 401 

役員賞与引当金繰入額 15 15 

退職給付費用 178 178 

役員退職慰労引当金繰入額 48 47 

貸倒引当金繰入額 ― 43 

研究開発費 1,659 1,816 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

一般管理費 1,659百万円 1,816百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

機械装置及び運搬具 0百万円 3百万円

土地他 2 3 

  計 3百万円 7百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

建物及び構築物 ―百万円 23百万円

土地他 ― 1 

  計 ―百万円 25百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

建物及び構築物 11百万円 27百万円

機械装置及び運搬具 12 16 

工具、器具及び備品 12 13 

ソフトウェア 1 1 

撤去費 9 42 

  計 47百万円 101百万円
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※６  減損損失 

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

 
当社は、事業用資産については、製品グループを基礎とし、賃貸用資産及び遊休資産については個

別物件ごとに、グルーピングしております。 

機械式電力量計については、電力各社が進めている次世代電力量計の導入に伴って需要の減少が見

込まれており、生産設備の投資資金が回収不能となることが予想されます。 

このため、財政健全化の観点から機械式電力量計生産設備の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

その主な内訳は、機械及び装置405百万円、その他11百万円であります。 

なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値については将来キャッシュ・フ

ローがマイナスのため、備忘価額により評価しております。 

  

用途 種類 場所 金額(百万円)

(事業用資産) 

機械式電力量計生産設備 

 

 
機械及び装置、工具、器具及び備品、
ソフトウェア
 

埼玉事業所 
 

 
417 
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(連結包括利益計算書関係) 

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

その他有価証券評価差額金 

  当期発生額 △216百万円

  組替調整額 235 

    税効果調整前 18百万円

    税効果額 △61 

    その他有価証券評価差額金 △43百万円

為替換算調整勘定 

  当期発生額 △22百万円

  組替調整額 ― 

    税効果調整前 △22百万円

    税効果額 ― 

    為替換算調整勘定 △22百万円

その他の包括利益合計 △65百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

 (注) １ 増加数は単元未満株式の買取りによるものであります。 

２ 減少数は新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 38,550,684 ― ― 38,550,684 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,125,886 9,797 3,500 1,132,183 

会社名 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる 
株式の数

当連結会計年度末残高
（百万円）

当社 ストック・オプションとしての新株予約権 ─ ─ 138 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 224 6.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月８日 
取締役会 

普通株式 224 6.00 平成22年９月30日 平成22年12月７日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 224 6.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要) 

(増加理由) 

平成23年８月17日の取締役会決議による自己株式の取得  1,779,000株 

単元未満株式の買取りによる自己株式の取得         5,199株 

(減少理由) 

減少数は新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 38,550,684 ― ― 38,550,684 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,132,183 1,784,199 15,900 2,900,482 

会社名 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる 
株式の数

当連結会計年度末残高
（百万円）

当社 ストック・オプションとしての新株予約権 ─ ─ 191 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 224 6.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月１日 
取締役会 

普通株式 213 6.00 平成23年９月30日 平成23年12月６日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 213 6.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 
  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにSMB United Limitedを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに同社株式の取得価額及び同社取得のための支出(純増)との関係は次のとおりであります。 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

現金及び預金 5,912百万円 10,645百万円

預け金 7,285 2,062 

計 13,197百万円 12,707百万円

預入期間が３か月超の定期預金 ― △64 

現金及び現金同等物 13,197 12,643 

流動資産 12,046百万円

固定資産 4,170 

のれん 3,185 

流動負債 △4,381 

固定負債 △2,225 

少数株主持分 △42 

SMB United Limited株式の取得価額 12,752百万円

取得価額の内未払額 △1,166 

SMB United Limited現金及び現金同等物 △3,197 

為替換算差額 236 

差引：SMB United Limited取得のための支出 8,625百万円
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(リース取引関係) 

１ ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

・有形固定資産 

主として土地、建物であります。 

・無形固定資産 

主としてソフトウェアであります。 

  

(2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(3) 転リース取引に該当し、かつ利息相当額控除前の金額で連結貸借対照表に計上している額 

①リース投資資産 

 
②リース債務 

 
  

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

流動資産 417百万円 448百万円

投資その他の資産 1,250 1,230 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

流動負債 415百万円 448百万円

固定負債 1,247 1,257 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

１年内 ―百万円 139百万円

１年超 ―百万円 1,032百万円

合計 ―百万円 1,171百万円
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リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  

 
取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 33 26 6 

有形固定資産「その他」
(工具、器具及び備品) 21 16 4 

無形固定資産「その他」
(ソフトウェア) 17 14 2 

合計 71 57 13 

 (単位：百万円)

 

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 18 16 2 

有形固定資産「その他」
(工具、器具及び備品) 13 12 1 

合計 32 29 3 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

１年以内 10百万円 2百万円

１年超 3 0 

合計 13百万円 3百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

支払リース料 22百万円 10百万円

減価償却費相当額 22 10 
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２ 転リースにかかる未経過リース料期末残高相当額 

借主側 

 
  

貸主側 

 
  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

１年以内 195百万円 20百万円

１年超 14 ― 

合計 209百万円 20百万円

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

１年以内 185百万円 18百万円

１年超 19 ― 

合計 204百万円 18百万円
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(金融商品関係) 

  
１  金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、事業計画及び設備投資計画等に基づき、必要な資金を金融機関からの借入及び社債

発行により調達し、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、借入

金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

  
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日および残高を定期的に管理することで、財務状況の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定

期的に時価を把握し取締役会に報告することとしております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 

 借入金のうち、短期借入金は主として運転資金に係る調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る

資金の調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、金利変動リス

クを回避する目的でデリバティブ取引（金利スワップ取引）を行っております。 

 デリバティブ取引の実行及び管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、利用

にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。 

 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されております。当該リスクに関しては、適時に資金

繰計画を作成、更新するなどの方法により管理しております。 

  
(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。 

  
２  金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。 

  
前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
  

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

(1) 現金及び預金 5,912 5,912 ―

(2) 預け金 7,285 7,285 ―

(3) 受取手形及び売掛金 11,490 11,490 ―

(4) 投資有価証券   

   満期保有目的の債券 165 158 △7

      その他有価証券 2,559 2,559 ―

資産計 27,413 27,406 △7

(1) 支払手形及び買掛金 5,181 5,181 ―

(2) 短期借入金 1,784 1,784 ―

(3) １年内償還予定の社債 4,500 4,445 △54

(4) 未払法人税等 823 823 ―

(5) 長期借入金 505 510 5 

負債計 12,793 12,745 △48

デリバティブ取引 ― ― ―
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当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 預け金、(3) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  
(4) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、

「有価証券関係」注記を参照ください。 

  
負  債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  
(3) １年内償還予定の社債 

当社の発行する社債の時価は、市場価格に基づき算定しております。 

  

(4) 未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

  
(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象

とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合

に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

  
デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 

  

 
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

(1) 現金及び預金 10,645 10,645 ―

(2) 預け金 2,062 2,062 ―

(3) 受取手形及び売掛金 16,259 16,259 ―

(4) 投資有価証券   

   満期保有目的の債券 490 496 5 

      その他有価証券 2,448 2,448 ―

資産計 31,906 31,912 5 

(1) 支払手形及び買掛金 6,823 6,823 ―

(2) 短期借入金 18,481 18,481 ―

(3) １年内償還予定の社債 ― ― ―

(4) 未払法人税等 509 509 ―

(5) 長期借入金 3,246 3,249 2 

負債計 29,061 29,064 2 

デリバティブ取引 ― ― ―
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産

(4)投資有価証券」には含めておりません。 

  
(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  
(注４)社債、長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
当連結会計年度(平成24年３月31日) 

  (単位：百万円)

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

子会社株式及び関連会社株式  

非連結子会社株式 106 69

関係会社株式(持分法) ― 59

その他有価証券  

非上場株式 375 375

投資事業組合出資 92 85

合計 574 589

 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

現金及び預金 5,912 ― ― ― 

預け金 7,285 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 11,490 ― ― ― 

投資有価証券  

 満期保有目的の債券（国債） ― ― ― 160 

合計 24,687 ― ― 160 

 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

現金及び預金 10,645 ― ― ― 

預け金 2,062 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 16,259 ― ― ― 

投資有価証券  

 満期保有目的の債券（国債） ― ― ― 490 

合計 28,967 ― ― 490 

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

社債 4,500 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,775 180 185 110 30 ―

リース債務 476 412 382 255 172 92 

合計 6,751 592 567 365 202 92 

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

長期借入金 747 735 2,319 51 21 117 

リース債務 532 450 382 311 168 54 

合計 1,280 1,185 2,701 363 189 171 
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(有価証券関係) 

  
１ 満期保有目的の債券 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  

 種 類
連結貸借対照表

計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等 - - - 

(2) 社債 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 - - - 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等 165 158 △7

(2) 社債 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 165 158 △7

合計 165 158 △7

 種 類
連結貸借対照表

計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

(1) 国債・地方債等 490 496 5 

(2) 社債 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 490 496 5 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

(1) 国債・地方債等 - - - 

(2) 社債 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 - - - 

合計 490 496 5 
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２ その他有価証券 

前連結会計年度(平成23年３月31日) 

 
当連結会計年度(平成24年３月31日) 

 
  
３ 連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
  

４ 減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

その他有価証券（株式）について944百万円の減損処理を行っております。 
  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

その他有価証券（株式）について235百万円の減損処理を行っております。 
  

 種 類
連結貸借対照表

計上額 
(百万円)

取得原価 
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 978 851 127 

(2) 債券 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 978 851 127 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 1,580 2,798 △1,217

(2) 債券 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 1,580 2,798 △1,217

合計 2,559 3,649 △1,089

 種 類
連結貸借対照表

計上額 
(百万円)

取得原価 
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 1,287 1,089 198 

(2) 債券 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 1,287 1,089 198 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 1,160 1,723 △563

(2) 債券 - - - 

(3) その他 - - - 

小計 1,160 1,723 △563

合計 2,448 2,813 △365

種 類
売却額 
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 6 0 0 

種 類
売却額 
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 - - - 
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(デリバティブ取引関係) 

  
１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

該当事項はありません。 
  

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

金利関連 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

ヘッジ会計 
の方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の 
うち１年超 
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ
の特例処理 

金利スワップ取引 
 支払固定・  受取変動 

長期借入金 1,690 170 (注)

ヘッジ会計 
の方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の 
うち１年超 
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ
の特例処理 

金利スワップ取引 
 支払固定・  受取変動 

長期借入金 1,170 1,110 (注)
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(退職給付関係) 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社の一部では、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職一時

金制度及び複数事業主による総合設立型厚生年金基金制度を設けております。確定拠出型の制度とし

ては、当社及び一部の国内連結子会社において確定拠出年金制度を設けており、一部の国内連結子会

社は中小企業退職金共済制度に加入しております。また、海外連結子会社においても確定給付型の制

度又は確定拠出型の制度を設けております。 

 なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  
・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

  

(1) 制度全体の積立状況に関する事項 

 
(注)期末日現在の情報が入手困難なため、前連結会計年度は平成22年３月31日現在、当連結会計年度は平成23年３月

    31日現在の情報をそれぞれ記載しております。 

  

(2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合 

前連結会計年度  2.97％(平成23年３月31日現在) 

当連結会計年度  2.92％(平成24年３月31日現在) 

なお、上記割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。 

  

(3) 補足説明 

(平成22年３月31日現在) 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高20,198百万円及び繰越不足

金7,018百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は定率方式、償却残余期間は

平成22年３月31日現在で8年8ヶ月であります。なお、当社グループは、前連結会計年度(平成22年

４月１日から平成23年３月31日まで)において、特別掛金89百万円を費用処理しております。 

(平成23年３月31日現在) 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高25,173百万円及び繰越不足

金5,158百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は定率方式、償却残余期間は

平成23年３月31日現在で11年9ヶ月であります。なお、当社グループは、当連結会計年度(平成23年

４月１日から平成24年３月31日まで)において、特別掛金88百万円を費用処理しております。 

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

年金資産の額(百万円) 164,815 158,889 

年金財政計算上の給付債務の額(百万円) 192,032 189,221 

差引額(百万円) △27,217 △30,331
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２ 退職給付債務に関する事項 

 
(注) １ 子会社の一部は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

２ 複数事業主による厚生年金基金は含めておりません。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に含めております。 

２ 前連結会計年度において、連結子会社1社が事業縮小に伴う特別退職金26百万円を支払い、特別損失 

   に計上しております。 

  

 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

(1) 退職給付債務(百万円) △3,161 △3,321

(2) 年金資産(百万円) 1,881 2,041 

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2))(百万円) △1,280 △1,279

(4) 未認識数理計算上の差異(百万円) 373 400 

(5) 連結貸借対照表計上額純額((3)＋(4))(百万円) △906 △879

(6) 前払年金費用(百万円) 286 439 

(7) 退職給付引当金((5)－(6))(百万円) △1,193 △1,318

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度

(1) 勤務費用(百万円) 302 321 

(2) 利息費用(百万円) 54 53 

(3) 期待運用収益(百万円) △35 △37

(4) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 65 56 

小計 386 393 

(5) 厚生年金基金拠出金(百万円) 231 226 

(6)確定拠出年金拠出額(百万円) 80 165 

(7)中小企業退職金共済制度への拠出額(百万円) 42 40 

合計 741 826 
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 

主としてポイント基準 

(2) 割引率 

 
(3) 期待運用収益率 

 
(4) 数理計算上の差異の処理年数 

主として10年(発生時の翌連結会計年度から定額法により費用処理しております。) 

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

主として2.0％ 主として1.5％

(自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

主として2.0％ 主として2.0％

― 80 ―



  
(ストック・オプション等関係) 

１  ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名 

 
  
２  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

 前連結会計年度 当連結会計年度

販売費及び一般管理費 67百万円 65百万円

 平成21年ストック・オプション 平成22年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役15名 当社の取締役15名 

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 79,400株 普通株式 102,000株 

付与日 平成21年９月15日 平成22年８月６日 

権利確定条件 権利確定条件は付されていない。 権利確定条件は付されていない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない。 対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間 
平成21年９月16日から平成51年９
月15日まで。 

平成22年８月７日から平成52年８
月６日まで。 

 平成23年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数(名) 当社の取締役14名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式  91,300株

付与日 平成23年８月４日

権利確定条件 権利確定条件は付されていない。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間 
平成23年８月５日から平成53年８
月４日まで。 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①  ストック・オプションの数 

 
  

 
  

②  単価情報 

 
  

 平成21年ストック・オプション 平成22年ストック・オプション

権利確定前  

  前連結会計年度末(株) ― ―

  付与(株) ― ―

  失効(株) ― ―

  権利確定(株) ― ―

  未確定残(株) ― ―

権利確定後  

  前連結会計年度末(株) 75,900 102,000 

  権利確定(株) ― ―

  権利行使(株) 6,500 9,400 

  失効(株) ― ―

  未行使残(株) 69,400 92,600 

 平成23年ストック・オプション

権利確定前  

  前連結会計年度末(株) ―

  付与(株) 91,300 

  失効(株) ―

  権利確定(株) 91,300 

  未確定残(株) ―

権利確定後  

  前連結会計年度末(株) ―

  権利確定(株) 91,300 

  権利行使(株) ―

  失効(株) ―

  未行使残(株) 91,300 

 平成21年ストック・オプション 平成22年ストック・オプション

権利行使価格(円) 1 1 

行使時平均株価(円) 729 729 

付与日における公正な評価単価(円) 932 664 

 平成23年ストック・オプション

権利行使価格(円) 1 

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な評価単価(円) 720 
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３  当連結会計年度において付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

(1) 使用した算定技法 
ブラック・ショールズ式 

(2) 主な基礎数値及び見積方法 
①  株価変動性        46.604％ 

算定基準日において予想残存期間(5.04年)に対応する期間の株価をもとに算定しております。 
②  予想残存期間      5.04年 

内規に基づき見積もっております。 
③  予想配当          12円／株 

平成23年３月期の配当実績によっております。 
④  無リスク利子率    0.358％ 

予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

４  ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

権利確定条件が付されていないため、付与数がそのまま権利確定数となります。 
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(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
(注) 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 
  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
（注）前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記を省略しております。 

  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

繰延税金資産  

繰越欠損金 266百万円 733百万円

退職給付引当金 506 494 

賞与引当金 518 483 

減損損失 210 324 

未払費用 250 278 

長期未払金 272 222 

たな卸資産 140 173 

投資有価証券 194 169 

会員権 209 163 

減価償却超過額 192 149 

その他 522 762 

繰延税金資産小計 3,283 3,955 

評価性引当額 △1,543 △2,211 

繰延税金資産合計 1,739 1,743 

繰延税金負債  

土地評価差益 △2,409 △2,273 

前払年金費用 △116 △167 

その他 △9 △112 

繰延税金負債合計 △2,536 △2,553 

繰延税金負債の純額 △796百万円 △809百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

流動資産－繰延税金資産 944百万円 1,015百万円

固定資産－繰延税金資産 669 696 

固定負債－繰延税金負債 △2,409 △2,521 

 
前連結会計年度 

(平成23年３月31日)

当連結会計年度 

(平成24年３月31日)

法定実効税率 ―  40.7 ％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ―  3.2  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ―  △41.2  

住民税均等割等 ―  1.4  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ―  △6.6  

評価性引当額の増減 ―  27.8  

研究開発減税等に係る税額控除 ―  △2.2  

その他 ―  △2.7  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ―  20.4 ％ 
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３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年

４月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.7％から、回収又

は支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１

日以降のものについては35.6％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金負債の純額が160百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が159

百万円減少しております。 
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(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

  
取得による企業結合 

１ 企業結合の概要 

(1)  被取得企業の名称及び事業の内容 

被取得企業の名称    SMB United Limited 

事業内容           電力量計、配電盤の製造・販売 

(2)  企業結合を行った主な理由 

同社は、メーター（電力量計）事業、配電盤事業等を営んでおり、メーター事業においては、オース

トラリア、ニュージーランド、欧州を中心に販売しており、当社のアジア、欧州マーケットでの展開を

加速化できると考えております。大崎電気グループに同社を加えることにより、これまで比率の低かっ

たグローバル市場向けのメーター事業の拡大が期待でき、グループの事業基盤は一層強固なものになる

と考えております。 

(3)  企業結合日 

平成23年12月31日(みなし取得日) 

(4)  企業結合の法的形式 

公開買付けによる株式取得 

(5)  結合後企業の名称 

変更ありません。 

(6)  取得した議決権比率 

100％ 

(7)  取得企業を決定するに至った根拠 

当社の現金を対価とする株式取得であります。 

２ 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間 

平成23年12月31日をみなし取得日としておりますが、連結決算日の差異が３ヶ月を超えないため、被取

得企業の業績は連結損益計算書には含まれておりません。 

３ 被取得企業の取得原価及びその内訳 

取得の対価 取得したSMB United Limitedの普通株式の時価 12,524百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 228 

取得原価  12,752百万円
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４ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

(1)  発生したのれんの金額 

3,185百万円 

(2)  発生原因 

主として、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から生じたものであります。 

(3)  償却方法及び償却期間 

翌連結会計年度より10年間にわたる均等償却 

５ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

   

 
※ 円貨額は平成23年12月31日(みなし取得日)の為替レートにより換算しております。 

６ 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその算定方法 

 
(概算額の算定方法) 

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定し、SMB United Limitedの平成23年１月１日から

平成23年12月31日までの期間における連結損益計算書の数値を基礎とし、のれんの償却費等を加味して

算定された売上高及び損益情報と、取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額

を、影響の概算額としております。 

なお、当該注記は監査証明を受けておりません。 

流動資産 12,046百万円

固定資産 4,170 

資産合計 16,216百万円

流動負債 4,381百万円

固定負債 2,225 

負債合計 6,606百万円

少数株主持分 42百万円

売上高 16,884百万円

経常利益 1,203 

当期純利益 784 

１株当たり当期純利益 21.64円 
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(資産除去債務関係) 

  
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

  
１ 当該資産除去債務の概要 

主として連結子会社１社に貸与している工場建物に含まれるアスベストの除去義務であります。 

  
２ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を「石綿障害予防規則」の制定（平成17年２月24日）から25年と見積り、割引率は 

 2.25％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

  
３ 当該資産除去債務の総額の増減 

 
(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適

用したことによる残高であります。 

  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

期首残高(注) 154百万円 156百万円

時の経過による調整額 2 2 

期末残高 156百万円 159百万円
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(賃貸等不動産関係) 

  

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び賃貸用のマ

ンション等を有しております。 

 平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は157百万円（賃貸収益は主として売上高

に、賃貸費用は主として売上原価に計上）、売却益は２百万円（特別利益に計上）であります。 

 平成24年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は131百万円（賃貸収益は主として売上高

に、賃貸費用は主として売上原価に計上）、売却損は24百万円（特別損失に計上）であります。 

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。 

 
(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２  期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少は、償却額（82百万円）であります。 

当連結会計年度の主な増加は、賃貸用マンションの改装費（487百万円）であります。 

３  期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（ただし、

第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指

標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額）とし、その他の物件に

ついては重要性が乏しいため、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価

額としております。 

  

  

  (単位：百万円)

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

連結貸借対照表計上額 

期首残高 4,827 4,717 

期中増減額 △109 548 

期末残高 4,717 5,266 

期末時価 6,621 6,814 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

   

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。 

当社は、当社及び子会社の構成単位に分離された財務情報に基づき、製品・サービス別に区分した事

業単位について、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、

当社は製品・サービス別のセグメントから構成されており、「計測制御機器事業」、「ＦＰＤ関連装置

事業」及び「不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。 

各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類は以下のとおりであります。 

 
  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。 

  なお、当社では事業セグメントへの資産の配分は行っておりません。 

  

報告セグメント 主要製品及びサービス

計測制御機器事業 
電力量計、電流制限器、計器用変成器、配・分電盤、監視制御装置、
タイムスイッチ、光通信関連機器、検針システム 

ＦＰＤ関連装置事業 LCD実装装置、PDP実装装置、ICカード実装装置 

不動産事業 不動産の賃貸
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  
前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 
（注）セグメント利益の調整額は、貸倒引当金繰入額の調整額であります。 

  

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

 
  

  

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額 
（注）

連結財務諸表
計上額計測制御

機器事業
ＦＰＤ関連
装置事業

不動産
事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 41,802 3,801 371 45,975 ― 45,975 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 26 ― 112 138 △138 ―

計 41,829 3,801 483 46,114 △138 45,975 

セグメント利益(営業利益) 3,472 168 170 3,811 14 3,825 

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額計測制御
機器事業

ＦＰＤ関連
装置事業

不動産
事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 43,946 3,074 340 47,362 ― 47,362 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 27 7 104 139 △139 ―

計 43,974 3,081 445 47,502 △139 47,362 

セグメント利益(営業利益) 3,104 84 140 3,329 ― 3,329 
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【関連情報】 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2) 有形固定資産 

 
  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

関西電力株式会社 16,917 計測制御機器事業 

東京電力株式会社 5,479 計測制御機器事業 

 (単位：百万円)

日本 シンガポール その他 合計

22,750 2,681 1,079 26,511 

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

関西電力株式会社 17,370 計測制御機器事業 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
消去又は 
全社

合計
計測制御 
機器事業

ＦＰＤ関連
装置事業

不動産事業 計

 減損損失 417 ― ― 417 ― 417 

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
消去又は 
全社

合計
計測制御 
機器事業

ＦＰＤ関連
装置事業

不動産事業 計

（負ののれん）    

当期償却額 156 ― ― 156 ― 156 

当期末残高 936 ― ― 936 ― 936 

   (単位：百万円) 

 

報告セグメント
消去又は 
全社

合計
計測制御 
機器事業

ＦＰＤ関連
装置事業

不動産事業 計

（のれん）    

当期償却額 ― ― ― ― ― ―

当期末残高 3,185 ― ― 3,185 ― 3,185 

（負ののれん）    

当期償却額 156 ― ― 156 ― 156 

当期末残高 780 ― ― 780 ― 780 
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【関連当事者情報】 

関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等 

前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃貸料につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

賃貸料につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。不動産の取引価格につき

ましては、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づいて決定しております。 

  

種類

会社等の
名称 
または 
氏名

所在地

資本金 
または 
出資金 
(百万円)

事業の
内容 
または 
職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当事
者との 
関係

取引の
内容

取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 渡邊佳英 ― ―
当社代表
取締役

(被所有)
直接 
3.16

―
不動産の
賃貸 14 ― ―

種類

会社等の
名称 
または 
氏名

所在地

資本金 
または 
出資金 
(百万円)

事業の
内容 
または 
職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当事
者との 
関係

取引の
内容

取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 渡邊佳英 ― ―
当社代表
取締役

(被所有)
直接 
3.25

―
不動産の
賃貸 14 ― ―

役員 渡邊佳英 ― ―
当社代表
取締役

(被所有)
直接 
3.25

―
不動産の
購入 152 ― ―

役員 渡辺光康 ― ―
当社代表
取締役

(被所有)
直接 
1.28

―
不動産の
購入 158 ― ―

役員 渡辺光康 ― ―
当社代表
取締役

(被所有)
直接 
1.28

―
不動産の
売却 142 ― ―
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(１株当たり情報) 

 
(注) １  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 
  

該当事項はありません。 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり純資産額 668.97円 688.13円

１株当たり当期純利益金額 27.26円 36.95円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

25.05円 34.09円

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当連結会計年度

１株当たり当期純利益金額 

  当期純利益(百万円) 1,020 1,339 

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,020 1,339 

  普通株式の期中平均株式数(千株) 37,421 36,242 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  当期純利益調整額(百万円) ― ―

  (うち支払利息(税額相当額控除後))(百万円) (―) (―)

  普通株式増加数(千株) 3,306 3,043 

  (うち転換社債型新株予約権付社債)(千株) (3,162) (2,816)

  (うち株式報酬型新株予約権)(千株) (144) (226)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

―

項目
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 39,301 36,204 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)

(うち新株予約権) (138) (191)

(うち少数株主持分) (14,131) (11,481)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 25,031 24,532 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株) 37,418 35,650 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
注) 新株予約権付社債の内容 

 
（注）本新株予約権付社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて、当

該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものとみなす。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ リース債務の「平均利率」については、主としてリース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額

で、リース債務を連結貸借対照表に計上しておりますので、記載を省略しております。 

３ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額は以下のとおりであります。 

 
  

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率 
(％)

担保 償還期限

当社
2012年満期円貨建 
転換社債型新株予
約権付社債 

2007年 

３月５日

(チューリ

ッヒ時間)

4,500 ― 0.00 無担保社債

2012年 

３月５日

(チューリ

ッヒ時間)

合計 ― ― 4,500 ― ― ― ―

発行すべき 

株式の内容

新株予約
権の発行
価額

株式の 
発行価格 
(円)

発行価額の
総額 

(百万円)

新株予約権の行使
により発行した 
株式の発行価額 
の総額(百万円)

新株予約権 

の付与割合 

(％)

新株予約権 

の行使期間

代用払込に

関する事項

当社 

普通株式
無償 1,423 4,500 ― 100 

自 2007年 
  ３月19日 
至 2012年 
  ２月20日
(チューリッヒ

時間)

（注） 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 9 17,734 0.7 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,775 747 2.1 ―

１年以内に返済予定のリース債務 476 532 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 505 3,246 1.8 

平成26年４月～
平成36年10月 

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く) 1,315 1,365 ― 

平成25年４月～
平成30年３月 

合計 4,081 23,627 ― ―

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内 

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 735 2,319 51 21 

リース債務 450 382 311 168 
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【資産除去債務明細表】 

  

  本明細表に記載すべき事項が、注記事項(資産除去債務関係)において記載されているため、記

載を省略しております。 

  

(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 
  

 
  

 
  

(累計期間)

第１四半期
連結累計期間

(自 平成23年４月１日 

  至 平成23年６月30日)

第２四半期
連結累計期間

(自 平成23年４月１日 

  至 平成23年９月30日)

第３四半期 
連結累計期間

(自 平成23年４月１日 

  至 平成23年12月31日)

第98期
連結会計年度

(自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日)

売上高      (百万円) 10,077 21,360 32,643 47,362 

税金等調整前 
四半期(当期)純利益金額  
(百万円) 

773 1,264 1,946 2,431 

四半期(当期)純利益金額  
(百万円) 437 899 1,142 1,339 

１株当たり        
四半期(当期)純利益金額(円) 11.68 24.42 31.36 36.95 

(会計期間)

第１四半期
連結会計期間

(自 平成23年４月１日 

  至 平成23年６月30日)

第２四半期
連結会計期間

(自 平成23年７月１日 

  至 平成23年９月30日)

第３四半期 
連結会計期間

(自 平成23年10月１日 

  至 平成23年12月31日)

第４四半期
連結会計期間

(自 平成24年１月１日 

  至 平成24年３月31日)

１株当たり         
四半期純利益金額   (円) 11.68 12.76 6.82 5.51 

― 97 ―



２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,643 2,935

受取手形 216 ※6  281

売掛金 ※1  3,985 ※1  4,624

リース投資資産 377 389

商品及び製品 1,036 1,123

仕掛品 418 364

原材料及び貯蔵品 702 634

関係会社短期貸付金 1,602 2,193

未収入金 376 933

繰延税金資産 272 440

その他 32 24

貸倒引当金 △29 △60

流動資産合計 10,634 13,886

固定資産   

有形固定資産   

建物 7,150 7,079

減価償却累計額 △5,078 △5,103

建物（純額） 2,071 1,975

構築物 283 310

減価償却累計額 △250 △246

構築物（純額） 33 64

機械及び装置 4,603 4,165

減価償却累計額 △3,755 △3,837

機械及び装置（純額） 847 328

車両運搬具 84 96

減価償却累計額 △58 △65

車両運搬具（純額） 25 30

工具、器具及び備品 4,086 4,015

減価償却累計額 △3,689 △3,749

工具、器具及び備品（純額） 397 266

土地 1,435 1,436

リース資産 12 12

減価償却累計額 △6 △9

リース資産（純額） 6 3

建設仮勘定 156 325

有形固定資産合計 4,973 4,430
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 88 81

電話加入権 12 12

その他 0 0

無形固定資産合計 101 93

投資その他の資産   

投資有価証券 2,968 2,845

関係会社株式 11,197 21,393

従業員に対する長期貸付金 4 3

関係会社長期貸付金 2,297 2,816

前払年金費用 286 439

会員権 409 385

保険積立金 366 375

リース投資資産 1,131 1,096

繰延税金資産 22 －

その他 26 27

貸倒引当金 △11 △13

投資その他の資産合計 18,699 29,370

固定資産合計 23,774 33,894

資産合計 34,409 47,780

負債の部   

流動負債   

支払手形 157 162

買掛金 ※1  2,467 ※1  2,409

短期借入金 － ※3  17,341

関係会社短期借入金 2,620 3,040

1年内返済予定の長期借入金 1,775 180

1年内償還予定の社債 4,500 －

リース債務 377 393

未払金 150 1,379

未払費用 392 539

未払法人税等 78 －

未払消費税等 73 70

前受金 23 28

預り金 39 37

賞与引当金 469 456

設備関係支払手形 41 34

その他 13 4

流動負債合計 13,179 26,077
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 505 1,325

リース債務 1,133 1,121

長期未払金 668 624

長期預り金 40 40

資産除去債務 150 152

繰延税金負債 － 141

固定負債合計 2,498 3,405

負債合計 15,678 29,483

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,686 4,686

資本剰余金   

資本準備金 4,768 4,768

その他資本剰余金 1 6

資本剰余金合計 4,770 4,775

利益剰余金   

利益準備金 698 698

その他利益剰余金   

別途積立金 7,800 7,800

繰越利益剰余金 1,233 2,127

利益剰余金合計 9,732 10,626

自己株式 △505 △1,848

株主資本合計 18,684 18,240

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △91 △135

新株予約権 138 191

純資産合計 18,731 18,297

負債純資産合計 34,409 47,780
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 20,683 22,152

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 1,134 1,036

当期商品及び製品仕入高 3,174 3,910

当期製品製造原価 11,233 11,849

合計 15,542 16,796

他勘定振替高 ※1  6 ※1  21

商品及び製品期末たな卸高 1,036 1,123

売上原価合計 14,499 15,652

売上総利益 6,184 6,499

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  4,793 ※2, ※3  5,115

営業利益 1,391 1,384

営業外収益   

受取利息 ※4  52 ※4  55

受取配当金 ※4  564 ※4  596

その他 27 23

営業外収益合計 644 675

営業外費用   

支払利息 ※4  56 ※4  70

為替差損 10 108

コミットメントフィー 9 308

その他 16 30

営業外費用合計 94 517

経常利益 1,941 1,542

特別利益   

固定資産売却益 0 3

会員権売却益 － 38

関係会社株式売却益 － 447

貸倒引当金戻入額 16 －

特別利益合計 16 490

特別損失   

減損損失 － ※5  417

固定資産除却損 ※6  6 ※6  22

投資有価証券評価損 944 235

関係会社整理損 － 45

会員権評価損 1 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 148 －

特別損失合計 1,100 724

税引前当期純利益 857 1,307

法人税、住民税及び事業税 216 42

法人税等調整額 119 △67

法人税等合計 336 △24

当期純利益 521 1,332
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【製造原価明細書】 

  

 
(注) ※１ 他勘定振替高は研究開発費その他への振替高であります。 

 ２ 原価計算の方法は、総合原価計算を採用し、製品別の標準原価計算によっております。 

   期末における原価差額の調整は、売上原価及びたな卸資産に配賦する方法によっております。 

  

  (自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

前事業年度
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費   7,491 66.0 7,908 66.7 

Ⅱ 労務費   2,193 19.3 2,140 18.0 

Ⅲ 経費   1,665 14.7 1,808 15.3 

 (1) 外注加工費   (211) (244)  

 (2) 減価償却費   (547) (622)  

 (3) その他   (906) (941)  

   当期総製造費用   11,350 100.0 11,856 100.0 

   期首仕掛品たな卸高   317 418  

    合計   11,668 12,275  

   期末仕掛品たな卸高   418 364  

   他勘定振替高 ※1  16 61  

   当期製品製造原価   11,233 11,849  
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 4,686 4,686

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,686 4,686

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 4,768 4,768

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,768 4,768

その他資本剰余金   

当期首残高 － 1

当期変動額   

自己株式の処分 1 5

当期変動額合計 1 5

当期末残高 1 6

資本剰余金合計   

当期首残高 4,768 4,770

当期変動額   

自己株式の処分 1 5

当期変動額合計 1 5

当期末残高 4,770 4,775

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 698 698

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 698 698

その他利益剰余金   

別途積立金   

当期首残高 7,800 7,800

当期変動額   

別途積立金の取崩 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,800 7,800
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

繰越利益剰余金   

当期首残高 1,161 1,233

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 521 1,332

当期変動額合計 72 894

当期末残高 1,233 2,127

利益剰余金合計   

当期首残高 9,659 9,732

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 521 1,332

当期変動額合計 72 894

当期末残高 9,732 10,626

自己株式   

当期首残高 △499 △505

当期変動額   

自己株式の取得 △7 △1,350

自己株式の処分 1 7

当期変動額合計 △5 △1,343

当期末残高 △505 △1,848

株主資本合計   

当期首残高 18,616 18,684

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

当期純利益 521 1,332

自己株式の取得 △7 △1,350

自己株式の処分 3 12

当期変動額合計 68 △444

当期末残高 18,684 18,240
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △21 △91

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △70 △43

当期変動額合計 △70 △43

当期末残高 △91 △135

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △21 △91

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △70 △43

当期変動額合計 △70 △43

当期末残高 △91 △135

新株予約権   

当期首残高 74 138

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64 53

当期変動額合計 64 53

当期末残高 138 191

純資産合計   

当期首残高 18,668 18,731

当期変動額   

剰余金の配当 △449 △438

当期純利益 521 1,332

自己株式の取得 △7 △1,350

自己株式の処分 3 12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 9

当期変動額合計 63 △434

当期末残高 18,731 18,297
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【重要な会計方針】 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

  
２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)に

よっております。 

  
３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては定額法によっております。 

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいておりま

す。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 なお、計算の結果、当事業年度末においては退職給付引当金が借方残高となったため、「前払年

金費用」として固定資産の投資その他の資産に計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

  
５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

  
６ ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段)金利スワップ 

(ヘッジ対象)借入金の利息 

③ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、有効性の評価を省略しております。 

  
７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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【会計方針の変更】 

該当事項はありません。 

  

【表示方法の変更】 

  

（損益計算書関係） 

１ 「営業外収益」の「雑収入」並びに「営業外費用」の「雑損失」は、それぞれ当事業年度より「営業

外収益」の「その他」並びに「営業外費用」の「その他」に表示名を変更しております。 

２ 前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「売上割引」は、金額的重要性が乏

しいため、当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含めております。この表示方法を反映させる

ため、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「売上割引」に表示していた10百万円は、

「営業外費用」の「その他」として組替えております。 

  

【会計上の見積りの変更】 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記した以外で各科目に含まれている主なものは次のとおりであります。 

 
  

 ２ 偶発債務 

関係会社の金融機関からの借入金等に対し、債務保証を行っております。 

 
  

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

売掛金 146百万円 335百万円

買掛金 438 395 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

Applied Meters,a.s. 100百万円 74百万円

PT.METBELOSA 78 25 

計 178百万円 100百万円
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※３ 当社は、SMB United Limitedの株式取得に係る資金調達を目的として、取引銀行２行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりであります。 

 
  

 ４  当社は、運転資金の効率的な調達を目的として、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結し

ております。当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。 

 
  

 ５ 配当制限 

平成23年９月26日及び平成24年１月10日締結の貸出コミットメント契約により、当社の決算期末

日における連結財務諸表上及び財務諸表上の純資産の部の金額並びに各年度の第２四半期末の連結

財務諸表上の純資産の部の金額を、直前の決算期末日または平成23年３月に終了する決算期の末日

における連結財務諸表上及び財務諸表上の純資産の部の金額のいずれか大きい方の75%の金額以上

にそれぞれ維持する制限を受けております。 

  

※６  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

貸出コミットメントの総額 ― 13,500百万円

借入実行残高 ― 12,841 

差引額 ― 659百万円

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 ― ― 

 差引額 3,000百万円 3,000百万円

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

受取手形 ― 30百万円
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(損益計算書関係) 

※１ 他勘定振替高は、当社製品を見本品等に振替えたものであります。 

  
※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は30％であり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

70％であります。 

主要な費目および金額は次のとおりであります。 

 
  

※３  研究開発費の総額は、次のとおりであります。 

 
  
※４ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。 

 
  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

荷造運賃 344百万円 393百万円

役員報酬 392 390 

従業員給料手当・賞与 1,224 1,230 

賞与引当金繰入額 201 198 

退職給付費用 90 88 

貸倒引当金繰入額 ― 49 

福利厚生費 270 299 

減価償却費 103 95 

研究開発費 1,003 1,054 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

一般管理費 1,003百万円 1,054百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

受取利息 51百万円 55百万円

受取配当金 466 473 

支払利息 15 14 
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※５  減損損失 

当事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

 
当社は、事業用資産については、製品グループを基礎とし、賃貸用資産及び遊休資産については個

別物件ごとに、グルーピングしております。 

機械式電力量計については、電力各社が進めている次世代電力量計の導入に伴って需要の減少が見

込まれており、生産設備の投資資金が回収不能となることが予想されます。 

このため、財政健全化の観点から機械式電力量計生産設備の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

その主な内訳は、機械及び装置405百万円、工具、器具及び備品11百万円であります。 

なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。使用価値については将来キャッシュ・フ

ローがマイナスのため、備忘価額により評価しております。 

  

※６ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

用途 種類 場所 金額(百万円)

(事業用資産) 

機械式電力量計生産設備 

 

 
機械及び装置、工具、器具及び備品、
ソフトウェア
 

埼玉事業所 
 

 
417 

 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

機械及び装置他 5百万円 5百万円

撤去費 1 16 
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(株主資本等変動計算書関係) 

  

前事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
 (注) １.増加数は単元未満株式の買取りによるものであります。 

２.減少数は新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

当事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

(増加理由) 

平成23年８月17日の取締役会決議による自己株式の取得  1,779,000株 

単元未満株式の買取りによる自己株式の取得         5,199株 

(減少理由) 

減少数は新株予約権の権利行使によるものであります。 

  

(リース取引関係) 

ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

主として事務機器、車両等であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(3) 転リース取引に該当し、かつ利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している額 

①リース投資資産 

 
②リース債務 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,125,886 9,797 3,500 1,132,183 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,132,183 1,784,199 15,900 2,900,482 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

流動資産 377百万円 389百万円

投資その他の資産 1,131 1,096 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

流動負債 375百万円 390百万円

固定負債 1,129 1,120 
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リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係るもの

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  

 
取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  
(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  
(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

 (単位：百万円)

 

前事業年度
(平成23年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 10 7 3 

 (単位：百万円)

 

当事業年度
(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 6 5 1 

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

１年以内 1百万円 1百万円

１年超 1 0 

合計 3百万円 1百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

支払リース料 1百万円 1百万円

減価償却費相当額 1 1 
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２ 転リースにかかる未経過リース料期末残高相当額 

借主側 

 
  

貸主側 

 
  

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

１年以内 188百万円 19百万円

１年超 12 ― 

合計 200百万円 19百万円

 
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度 

(平成24年３月31日)

１年以内 178百万円 17百万円

１年超 17 ― 

合計 195百万円 17百万円
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式 

前事業年度(平成23年３月31日) 

 
  

当事業年度(平成24年３月31日) 

 
  

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式

及び関連会社株式」には含めておりません。 

  

  

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

子会社株式 333 2,469 2,136 

区分
貸借対照表計上額

(百万円)
時価

(百万円)
差額 

(百万円)

子会社株式 333 1,743 1,409 

 (単位：百万円)

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

子会社株式 10,863 21,059 
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(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

(注) 繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 
  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

繰延税金資産  

繰越欠損金 ―百万円 543百万円

長期未払金 272 222 

減損損失 53 189 

賞与引当金 191 173 

投資有価証券 186 162 

会員権 161 124 

その他 301 347 

繰延税金資産小計 1,166 1,763 

評価性引当額 △755 △1,297 

繰延税金資産合計 411 466 

繰延税金負債  

前払年金費用 △116 △167 

繰延税金資産の純額 294百万円 299百万円

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

流動資産－繰延税金資産 272百万円 440百万円

固定資産－繰延税金資産 22 ― 

固定負債－繰延税金負債 ― 141 
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２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目の内訳 

 
  （注）前事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略しております。 

  

３ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４月

１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.7％から、回収又は支払が

見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降の

ものについては35.6％にそれぞれ変更されております。 

その結果、繰延税金資産の純額が21百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が21百万円

増加しております。 

 
前事業年度 

(平成23年３月31日)

当事業年度 

(平成24年３月31日)

法定実効税率 －  40.7％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  2.9 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △105.3 

住民税均等割等 －  1.4 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  1.6 

評価性引当額の増減 －  55.8 

その他 －  1.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  △1.9％ 
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(企業結合等関係) 

  
当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

取得による企業結合 

連結財務諸表の注記事項(企業結合等関係)における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

  
(資産除去債務関係) 

  
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

  
１ 当該資産除去債務の概要 

主として連結子会社１社に貸与している工場建物に含まれるアスベストの除去義務であります。 

  
２ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を「石綿障害予防規則」の制定（平成17年２月24日）から25年と見積り、割引率は 

 2.25％を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

  
３ 当該資産除去債務の総額の増減 

 
(注)  前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用し

たことによる残高であります。 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

期首残高(注) 148百万円 150百万円

時の経過による調整額 2 2 

期末残高 150百万円 152百万円
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(１株当たり情報) 

 
(注) １ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 
  

該当事項はありません。 

  

 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 496.80円 507.86円

１株当たり当期純利益金額 13.95円 36.77円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

12.82円 33.92円

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日) 

前事業年度
(自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日) 

当事業年度

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益(百万円) 521 1,332 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 521 1,332 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 37,421 36,242 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益調整額(百万円) ― ―

 (うち支払利息(税額相当額控除後))(百万円) (―) (―)

 普通株式増加数(千株) 3,306 3,043 

 (うち転換社債型新株予約権付社債)(千株) (3,162) (2,816)

 (うち株式報酬型新株予約権)(千株) (144) (226)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

―

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 18,731 18,297 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)

(うち新株予約権) (138) (191)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 18,593 18,105 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株) 37,418 35,650 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)  

その他有価証券  

㈱三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ 1,283,730 528 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス 
グループホールディングス㈱ 

 

 

171,023 290 

三菱鉛筆㈱ 145,000 208 

㈱新愛知電機製作所 960 170 

中部電力㈱ 106,872 159 

日東工業㈱ 125,800 136 

関西電力㈱ 100,000 128 

九州電力㈱ 98,938 116 

日本梱包運輸倉庫㈱ 109,000 110 

九電テクノシステムズ㈱ 169,183 84 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 615 84 

野村ホールディングス㈱ 204,067 74 

㈱東京エネシス 150,000 73 

㈱テーオーシー 125,000 58 

東京電力㈱ 264,967 55 

イヌイ倉庫㈱ 110,000 53 

PS Tec.co.,Ltd 184,000 50 

その他（23銘柄） 1,042,702 376 

計 4,391,857 2,760 

 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)  

その他有価証券  

 （投資事業組合出資）  
ジャフコ・スーパーＶ３―Ａ号 
投資事業有限責任組合 1 85 

計 1 85 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期減少額のうち（ ）内は内書で減損損失の計上額であります。 

２ 「機械及び装置」の当期減少額692百万円は、主として機械式電力量計の生産設備を減損処理したことによ

  り発生しております。 

３ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び 

  「当期減少額」の記載を省略しております。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類
当期首残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産        

 建物 7,150 38 109 7,079 5,103 133 1,975 

 構築物 283 39 12 310 246 7 64 

 機械及び装置 4,603 254 
692 

(405) 
4,165 3,837 365 328 

 車両運搬具 84 18 
6 

(0) 
96 65 13 30 

 工具、器具及び備品 4,086 114 
185 
(11) 

4,015 3,749 233 266 

 土地 1,435 1 0 1,436 ― ― 1,436 

  リース資産 12 ― ― 12 9 2 3 

 建設仮勘定 156 261 91 325 ― ― 325 

有形固定資産計 17,813 728 
1,098 
(416) 

17,442 13,011 756 4,430 

無形固定資産        

 ソフトウェア ― ― ― 216 135 33 81 

 電話加入権 ― ― ― 12 ― ― 12 

 その他 ― ― ― 2 2 0 0 

無形固定資産計 ― ― ― 231 138 33 93 

区分
当期首残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 41 73 17 23 73 

賞与引当金 469 456 469 ― 456 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

(イ) 現金及び預金 

  

 
  

(ロ) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
(注)当事業年度末日が金融機関の休日であったため、当事業年度末日満期手形30百万円を４月に含めております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 1 

預金の種類 

当座預金 1,898 

普通預金 1,035 

別段預金 0 

小計 2,934 

合計 2,935 

相手先名 金額(百万円)

ミサワホーム㈱ 114 

テンパール工業㈱ 24 

加茂川啓明電機㈱ 10 

テクノエフアンドシー㈱ 9 

小島電機工業㈱ 8 

その他 113 

計 281 

期日 金額(百万円)

平成24年４月 98 

  〃  ５月 60 

  〃  ６月 63 

  〃  ７月 54 

  〃  ８月 5 

計 281 
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(ハ) 売掛金 

(a) 相手先別内訳 
  

 
  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、「当期発生高」欄には消費税等が含まれております。 

  

(ニ) たな卸資産 

  

 
  

相手先名 金額(百万円)

中部精機㈱ 959 

九電テクノシステムズ㈱ 568 

東北計器工業㈱ 482 

東京電力㈱ 437 

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 305 

その他 1,871 

計 4,624 

当期首残高 
(百万円) 

  
(Ａ) 
 

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ)

当期末残高
(百万円) 

  
(Ｄ)

 

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
366

3,985 23,047 22,408 4,624 82.9 68.3 

区分 金額(百万円)

商品及び製品 (1,123)

電力量計 498 

電流制限器 90 

計器用変成器 50 

監視制御装置 322 

タイムスイッチ他 161 

仕掛品 (364)

電力量計 248 

電流制限器 7 

計器用変成器 70 

監視制御装置 36 

その他 1 

原材料及び貯蔵品 (634)

主要材料 72 

部分品 560 

補助材料 2 

計 2,122 
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(ホ) 関係会社短期貸付金 

  

 
  

(ヘ) 関係会社株式 

  

 
  

(ト) 関係会社長期貸付金 

  

 

  

相手先名 金額(百万円)

(子会社短期貸付金) 

大崎エステート㈱ 1,273 

大崎電気システムズ㈱ 660 

岩手大崎電気㈱ 259 

計 2,193 

銘柄 金額(百万円)

(子会社株式) 

SMB United Limited 12,752 

㈱エネゲート 6,063 

PT.METBELOSA 733 

大崎エステート㈱ 435 

大崎データテック㈱ 350 

大崎電気システムズ㈱ 335 

大崎エンジニアリング㈱ 333 

その他（5銘柄） 389 

計 21,393 

相手先名 金額(百万円)

(子会社長期貸付金) 

大崎エステート㈱ 2,549 

大崎電気システムズ㈱ 266 

計 2,816 
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(b) 負債の部 

(イ) 支払手形 
(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 
  

 
  

(ロ) 買掛金 
  

 

  

(ハ) 短期借入金 

  

 
  

(ニ) 関係会社短期借入金 

  

 
  

相手先名 金額(百万円)

インターニックス㈱ 32 

三菱製鋼㈱ 26 

東日京三電線㈱ 22 

伝送通信工業㈱ 13 

太平ビルサービス㈱ 12 

その他 54 

計 162 

期日 金額(百万円)

平成24年４月 33 

  〃 ５月 31 

  〃 ６月 33 

  〃 ７月 64 

計 162 

相手先名 金額(百万円)

三菱ＵＦＪファクター㈱ 1,238 

岩手大崎電気㈱ 150 

㈱エネゲート 142 

大崎プラテック㈱ 69 

東日本工業㈱ 64 

その他 742 

計 2,409 

相手先名 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 12,121 

㈱三井住友銀行 5,220 

計 17,341 

相手先名 金額(百万円)

㈱エネゲート 2,300 

大崎データテック㈱ 500 

大崎テクノサービス㈱ 190 

大崎プラテック㈱ 50 

計 3,040 
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(ホ) １年内返済予定の長期借入金 

  

 
  

  

(へ) 設備関係支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先名 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 120 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 60 

計 180 

相手先名 金額(百万円)

総研電気㈱ 16 

㈱大塚商会 3 

㈱興電舎 3 

宮城トヨタ自動車㈱ 2 

兼松エレクトロニクス㈱ 2 

その他 6 

計 34 

期日 金額(百万円)

平成24年４月 9 

  〃 ５月 3 

  〃 ６月 4 

  〃 ７月 16 

計 34 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

    会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

    取得請求権付株式の取得を請求する権利 

    募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り 

  取扱場所 
（特別口座） 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
（特別口座） 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 ─ 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法で行う。 
公告掲載ＵＲＬ 
 http://www.osaki.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項なし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書 

  事業年度 第97期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 平成23年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(2) 内部統制報告書 

  事業年度 第97期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 平成23年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書 

  第98期第１四半期(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 平成23年８月12日関東財務局長に提出。 

  第98期第２四半期(自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日) 平成23年11月14日関東財務局長に提出。 

  第98期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日) 平成24年２月10日関東財務局長に提出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく

臨時報告書 

平成23年７月５日関東財務局長に提出。 

  

(5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(親会社又は特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書 

平成24年２月８日関東財務局長に提出。 

平成24年５月15日関東財務局長に提出。 

  

(6) 自己株券買付状況報告書 

平成23年９月９日関東財務局長に提出。 

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年６月22日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている大崎電気工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び

連結附属明細表について監査を行った。 

  
連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの

ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示

を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、大崎電気工業株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

監査法人 原 会計事務所 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  六 本 木  浩 嗣  ㊞ 

― 131 ―



  
＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、大崎電気工業株

式会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  
内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当

監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画

を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部

統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書

の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 

当監査法人は、大崎電気工業株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  
強調事項 

会社は、内部統制報告書に記載のとおり、平成24年２月の株式取得により連結子会社となったSMB  

United Limited及びその関係会社39社の財務報告に係る内部統制について、やむを得ない事情により十分な

評価手続を実施できなかったとして、期末日現在の全社的な内部統制の評価範囲から除外している。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成24年６月22日

大崎電気工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている大崎電気工業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第98期事業年度の
財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及
び附属明細表について監査を行った。 
  
財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその
適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが
含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  
監査意見 
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、大崎電気工業株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成
績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

監査法人 原 会計事務所 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  木  良  幸  ㊞ 

業務執行社員 公認会計士  六 本 木  浩 嗣  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年６月29日 

【会社名】 大崎電気工業株式会社 

【英訳名】 Osaki Electric Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役会長 渡 邊 佳 英 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東五反田二丁目10番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社取締役会長渡邊佳英は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、企業

会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の

評価及び監査に関する実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準

拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 
  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成24年3月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

おります。 

 本評価においては、連結ベ－スでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部

統制」という。）の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定してお

ります。当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼

性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価する

ことによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影

響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額

的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社10社を対象として行った全社的な

内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。 

  なお、連結子会社であるSMB United Limited及びその関係会社39社については、これらの株式の取得が

平成24年２月に行われたため、やむを得ない事情により十分な評価手続を実施できなかった場合に該当す

ると判断し、当事業年度の全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね2/3に達してい

る３事業拠点を「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目

的に大きく関わる勘定科目として「売上高」、「売掛金」及び「たな卸資産」に至る業務プロセスを評価

の対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた

範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロ

セスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して

重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 
  

上記の評価の結果、当社取締役会長渡邊佳英は、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る

内部統制は有効であると判断いたしました。 
  

付記すべき事項はありません。 
  

特記すべき事項はありません。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年６月29日 

【会社名】 大崎電気工業株式会社 

【英訳名】 Osaki Electric Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役会長   渡  邊  佳  英 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東五反田二丁目10番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社取締役会長渡邊佳英は、当社の第98期(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)の有価証券

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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